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   日本流通業の経営環境の変化   
（流通業界を取り巻く１０の要素） 

（１）数値で見る日本の流通業の実態とは？ 
（２）消費者の構造変化 
（３）続く低価格競争の背景 
（４）日本流通業の構造改革を迫った米国 
（５）進むグローバル化 
（６）業界大再編の潮流 
     ①小売業界における業界大再編の動き 
     ②卸・商社における業界大再編の動き 
（７）ＩＴ革命が流通業を変える 
     ①米国におけるＩＴ革命の潮流とは？ 
     ②日本におけるＩＴ革命の潮流とは？（オムニチャネル） 
（８）日本流通業を襲う新たな規制の津波 
   ①消費者保護？権益拡大？官製不況の引き金？ 
（９）日本経営のグローバル化 
    「内部統制」と「新会計基準」 
     ①グローバル・スタンダードの波 
     ②内部統制とは？ 
     ③新会社法と日本版SOX法 
     ④新会計基準・通称会計ビッグバン 
（１０） マーケティング戦略の確立 
     ①過去からマーケティング戦略に無関心？だった小売業界 
     ②現代のマーケティング戦略の重要性とは・・？基本とは？ 
     ④小売業のマーケティング戦略のイメージ、他 
 ま と め 

SEのための流通業入門講座 
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   私塾・寺子屋． 

  塾頭   大竹 佳憲 
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小売業は別名「時流適応業」もいわれ、その時流をビジネスに結びつけるためのあらゆる分類を 
行ってきたことから「分類業」とも言われてきました。 
時代の変化の流れを察知し、それに対応するための革新に成功した企業のみが生き残りを許され 
る過酷な業界であり、百貨店のように３００年以上続く業態もあれば飲食業界のように１年で 
半数以上の店舗が消え去っていくと言った業界もあります。 
米屋・牛乳屋・酒屋といった業種の消滅、ダイエーに代表される巨大小売業の挫折、ユニクロ等 
の新たなチャレンジャーの登場、中心商店街のシャッター街化等激しい変化が続いています。 
それだけに生き残りを賭けての情報システムの構築と更新が絶えず求められる業界でもあり、我 
々の使命・責任も大きなものがあります。 
NCRの企業モットーデモある「Progress through Change」（進歩を求めて変化する）を 
現場で実践する事が重要です。 

００ 

【第四章の狙い】 

①我々の使命・役割とは・・・・？ 

我々が小売業のソリューションを構築していく場合、顧客としての小売企業業の先にいる生活者 
・消費者の変化を絶えず注目していく必要があります。 
その生活者・消費者の変化が小売業にたいしてダイナミックな危機とチャンスをもたらすわけで 
すが、その変化をもたらすものとして記述したように「PEST・G」で表現されるでしょう 
   ①法規制・税制・会計制度・・・・・・・Politics 

   ②景気動向・雇用・国際収支・・・・・・Economics 

   ③少子高齢化・ニート・ロハス・・・・・Society 

   ④ＩＴ技術、エコロジー技術・・・・・・Technology 

   ⑤世界市場・輸出入・・・・・・・・・・Global 

①～⑤を新聞・雑誌・TV等で情報の収集・分析・整理する必要があります。 
これらのことはこれからのビジネスマンとして最低限身に付けておくべきマーケティングの基本 
中の基本です。 

②マーケティング感覚を磨こう・・・日常的な習慣としよう 

これからのビジネスマンは多くの視点からモノゴトを 
見る事ができるように努力しなければいかんのじゃ！ 
「虫の目」：現場の細部を観察する事！ 
      神は細部に宿る！ 現場・現状・現物 
「鳥の目」：全体の構造・流れを観察する事！ 
      木を見て森を見ずじゃイカン！ 
「人工衛星の目」：グローバルな視点でモノを見る事！ 
      回転寿司屋で世界の経済を考えろ！ 

「何が売れたのか？」のWhatを 
 追求するよりも 
「何故売れたのか？」のWhyを 
 追求しなさい！ 
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政 治 
（Politics） 

アベノミクス（経済政策）財政、外交、 
ＴＰＰ、法律改正（規制・許認可）、 
金融政策、流通政策 

経 済 
（Economics） 

景気動向、失業率、ＧＤＰ、デフレ、 
家計支出、輸出入、所得格差、 

社 会 
（Society） 

人口動態、少子高齢化、価値観、 
ライフスタイル、世帯所得、晩婚化 
風俗、教育、文化、世論、他 

技 術 
（Technology） 

情報通信技術（IT）、バイオ、ナノ 

経営技術、 

   日本の小売企業経営にインパクトを与える：PEST ＋G   

地域の経済環境 地域消費者の変化 

 ●地域経済の疲弊 
 ●人口の減少 
 ●少子高齢化の進展  
 ●商業立地の変化 
   駅ビル、郊外大型ＳＣ 
   旧商店街の地盤沈下 
   シャッター通り 
 ●買い物難民の出現 

 ●顧客の高齢化 
 ●世帯構成の変化 
    高齢化・核家族化 

    1人、２人世帯の増 

    共稼ぎ世帯 

 ●ライフスタイルの多様化 
   低価格･利便性・エコ・安心 
   ･安全・グルメ、他 
 ●所得の低下傾向 
   社会保障費、税のｱｯﾌﾟ 
   生活防衛意識 
 ●通販・宅配 

競争の激化 
 ●大手チェーンの進出 
 ●低価格競争の激化 
     ＰＢ商品 
     商品確保 
 ●大手チェーンの業態転換 
    Ｔｈｅ Ｂｉｇ （イオン） 
    Ｔｈｅ Ｐｒｉｃｅ（７＆ｉ） 
 ●小型店の展開 
 ●ネットスーパー 

経営課題 
 ●日本経済の低迷（心理的） 
   東日本大震災・原発事故 
    デフレ・円高・消費の収縮 
   消費税等の施策の行方不明 
 ●ローコスト・オペレーション 
   低価格競争の必須条件 
 ●ポイントカードの限界 
    値引き販促手段となる 
    チラシ廃止･縮小の決断× 
    顧客データ活用できず 

先行きの見通しが立てにくい・・・・ 
低価格攻勢が強まっている・・・ 
消費者の生活防衛意識が・・・ 
原発で食の安心･安全が・・・・ 

地域のスーパーマーケットの経営課題とは？ 

Global 

００ 
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① 商業統計調査から見る流通業の今・・・。 
   下図は総務省の商業統計調査の平成１１年と同１９年の比較である。特徴を抜き出すと・・・ 
      ①小売業の店舗が8年間で27万店舗以上も消滅 （因みに東京都内は約１０万店舗といわれる） 
      ②卸売業の店舗(事業所）が同9万1千箇所以上消滅 
      ③小売業の売上規模が同9兆円以上減少 
      ④卸売業の 同 85兆円以上減少 
      ⑤小売業の従業員数は93万人減少 
      ⑥卸売業の 同は114万人減少 
      ⑦平成１９年度の卸売業と小売業の売上はほぼ3：1 
      …・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・という点に気づくであろう。 
 

（１）数値で見る日本の小売業の実態とは？ 

 バブル崩壊によって日本のあらゆる産業がリストラに代表される「構造改革」を余儀なくされたのであるが 
 流通業も例外ではなく、この数値に表れている通り、急激な構造の変化に見舞われている。 
 ①、②の小売業の店舗、卸売業の事業所の激減は、日本政府が従来の政策の舵を大きく切ったことが大きい。 
 即ち過去、政府の政策として「中小小売店の保護」に重きを置いてきたが、日米構造協議の結果「消費者利 
 益の優先」に軸足を移し、「大店法」、「景品表示法｣等の規制の撤廃・緩和を推進したのである。 
 規制や許認可が外れた結果、大型店は出店を加速し、米・酒・薬等の扱いが開放され、家業的だった中小小 
 売店や地方のスーパー・マーケット等が一気に競争の渦の中に放り出され、倒産・廃業に追い込まれたので 
 ある。地方の多くのシャッター商店街の出現の引き金とも言える。 
 
 ③、④、⑤，⑥で見るように大型店舗の出店ラッシュによって、小売業の売上自体の減少は５％と微小であり、 
 逆に雇用機会の増加で従業員数は大きく伸びたのである。しかしながら小売店舗数の減少は、それらをビジネ 
 スの基盤とする中小卸売業の淘汰をも誘発し、卸売業の従業員数、売上額共に大きく減少しているのが分かる。 
 もう１つ注目したいのは⑦、⑨の流通チャネルの問題である。即ち平成３年度で卸売業と小売業の売上は４対 
 １であるが、これはメーカーと小売業との間に一次卸，二次卸といわれるピラミッド型の複数層の卸の企業が 
 介在し、その階層分だけ売上が２重・３重に計上されるからである。 
 後述するが建値制度やリスク回避の知恵から生まれた、メーカー主導の垂直的流通構造を持つ日本の特徴であ 
 る。平成１４年に３：１なったのも、さすがに小売店の激減と、大型小売店の増大によって流通チャネルが変 
 化しつつあることを示しているが、小売業とメーカーが直に取引したり、工場渡し価格、船積み価格、コンテ 
 ナ単位での取引少品種大量の取引を実施している欧米と比べ、まだ異常な数値である事には変わりがないであ 
 ろう。そのため一時、日本の業界でも「問屋無用論」もでたが、昨今ではＩＴ武装によって、多品種少量商品 
 の供給体制を構築し、小売業の経営・営業支援をも行う日本の「問屋」の機能・役割が欧米では逆に賞賛と羨 
 望の目で見られる事も起きている。 
 今後これらの数値がどのように変わっていくか・・・？  
 これからの我々のシステム構築に大きく関ってくる事は確かである。 
     
 ０１ 

区 分 業種別 
数 値 

平成11年 
％ 数 値 

平成１９年 

％ 増減数 

平成１９年－１１年 

％ 

商店数 
（店） 

小売業 1,406,884店 76.8 1,136,755店 77.3 -270,129店 -19.2 

卸売業 425,850店 23.2 334,240店 22.7 -91,610店 -21.5 

合 計  1,832,734店 100.0 1,470,995店 100.0 -361,739店 -19.7 

従業者数 
（人） 

小売業 852万人 64.5 759万人 68.2 -93万人 -10.9 

卸売業 468万人 35.5 354万人 31.8 -114万人 -24.4 

合 計 1,320万人 100.0 1,113万人 100.0 －207万人 -15.7 

年間 
販売額 
（兆円） 

小売業 143.8兆円 22.5 134.6兆円 24.7 -9.2兆円 -6.4 

卸売業 495.5兆円 77.8 410.7兆円 75.3 -84.8兆円 -17.1 

合 計 639.3兆円 100.0 545.3兆円 100.0 -94.0兆円 -14.7 

出典：平成１９年商業統計速報 
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① 団塊世代が引っ張ってきた小売のマーケット 
  小売業は最終の消費者との接点で営まれるが、その購買行動に多くの影響を与えてきたのが「団塊の世代」と 
  称される１９４７～５０年生れの戦後のベビーブーマーである。彼らの高校、大学の卒業時には日本のスーパ 
  ーマーケット・GMSが急速に成長路線をひた走っていた時期であり、日本の第一次流通革命に憧れて業界に飛 
  び込み、最前線で活躍した年代である。又、同世代は「第二次大戦後の第一期生」として学生運動を始め日本 
  の高度成長の戦士として社会に大きな影響と足跡を残してきただけでなく、ニューファミリーとして消費市場 
  を拡大、リードしてきたのである。１９７１～７４年に生まれたその子供たちは「団塊ジュニア」と呼ばれて 
  1つのマーケットを形成している。「２００７年問題」にあるように段階の世代の大量の定年退職を迎えるが、 
  その活動的性格と退職金等の大きな資産は、今後も消費市場に大きな影響力を持ち続けると思われる。 

（２）消費者の構造変化 

② 少子高齢化問題とは・・？ 
  少子化とは世界保健機構（WHO)によると、一人の女性の生涯に生む子供の人数が２.０８人を割る事によって、 
  その国の総人口は減少に向かうとされている。日本でも１９７５年に（合計特殊)出生率が２｡０を下回り、 
  ２００４年では１.２９と下がり続けている。 
  社会の高齢化とは、人口構造に占める高齢人口（６５歳以上）の比率が高まっていくことをいう。高齢化率７～ 
  １４％を「高齢化社会」、同１４～２１％を「高齢社会」、同２１％以上を「超高齢社会」と称するが、日本 
  では既に２００２年（平成１４年）の時点で「高齢社会」になり、２０１０年（同２２年）には「超高齢社会」 
  となり、その後も上昇を続け２０２５年（同３７年）には３０％程度になると予想されている。＜高齢化白書＞ 
  少子高齢化の問題とは大きく２つに区分されるであろう。 
  一つ目は「生産年齢人口」と称される年齢１５～６４歳の人口減少による労働力不足が危惧されている事である。 
  二つ目は年金に代表される社会保障制度の維持が困難になるということである。 
  日本という国の基盤の変化の問題であり、前者については女性の就業率アップの環境を目指し、２００３年には 
  「少子化社会対策基本法」が制定され、２００５年には青いドレスの登院で話題になった猪口邦子氏が「少子化 
  ･男女共同参画」の内閣府特命大臣に就任して活動を始めている。 
  後者については年金制度改革をめぐっての国会やマスコミでの議論が今尚続き、消費税問題をも含めて、国民的 
  な重要課題となっているのである。 
  
 ●少子化による経済的影響は既に教育産業（大学、学習塾等の減小）娯楽産業（遊園地、テーマパーク等の閉鎖） 
  結婚式場等でている。流通業においても都心の百貨店における子供服や玩具売場の縮小等の影響はあるが、 
  売場･業態・扱い商品の変更等で経営上表面だったものは一部に限られるであろう。逆に少子化、高齢化による 
  生活様式の変化を先取りし、提案できる企業が伸びていくであろう。 
  小売業界でもコンビニエンス・ストアの自宅配達や、ジャパネットたかたの５０～７０代の女性向けのプレゼン 
  型提案による通販等でその兆しは数多く出ている。 

年    齢 
平成２年 
（１９９０） 

平成７年 
（１９９５） 

平成１２年 
（２０００） 

平成１７年 
（２００５） 

平成２２年 
（２０１０） 

総 人 口 12,361 100.0% 12,546 100.0% 12,739 100.0% 12,935 100.0% 13,040 100.0% 

902 7.3% 

０～１４歳 2,249 18.2% 2,010 16.0% 1,934 15.2% 2,023 15.6% 2,135 16.4% 

１５～１９歳 1,001 8.1% 854 6.8% 747 5.9% 647 5.0% 610 4.7% 

２０～２４歳 880 7.1% 1,000 8.0% 850 6.7% 744 6.8% 644 4.9% 

２５～２９歳 807 6.5% 883 7.0% 999 7.8% 850 6.6% 749 5.7% 

３０～３４歳 779 6.3% 810 6.5% 882 6.9% 998 7.7% 847 6.5% 

３５～３９歳 900 7.3% 779 6.2% 808 6.3% 990 6.8% 995 7.6% 

４０～４４歳 1,066 8.6% 899 7.2% 776 6.1% 804 6.2% 876 6.7% 

４５～４９歳 1,060 8.5% 892 7.0% 770 6.0% 798 6.1% 

５０～５４歳 809 6.5% 891 7.1% 1,046 8.2% 880 6.8% 760 5.8% 

５５～５９歳 772 6.2% 792 6.3% 872 6.8% 1,024 7.9% 862 6.6% 

６０～６４歳 675 5.5% 746 6.0% 765 6.0% 843 6.5% 992 7.6% 

６５歳以上 1,489 12.0% 1,823 14.5% 2,170 17.0% 2,473 19.1% 2,775 21.3% 

０２ 
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③ 世帯構成人員の変化 
  TV番組でのサザエさん、チビまるこちゃん、読売新聞の連載漫画のコボちゃん、そして２００５年の映画で 
  CGで話題を呼んだ「All Ways」（三丁目の夕日）・・・共通するのは親子２世代、３世代の家族構成の日 
  常生活が主題であった。過去から日本の世帯のモデルとしては夫婦に子供２人の４人家族が何時しか定着し、 
  住宅は３LDK,スーパーマーケットのパックもメーカーの食品も４人家族を前提として作られ、飲食店のテー 
  ブルも４人用と、暗黙の前提条件になっていたのである。 
  しかしながら総理府統計情報部の「平成１５年国民生活基礎調査」でみると、日本の総世帯数のうち、その 
  半分は２人以下の世帯であり、モデルとされる４人世帯は２割にも満たないのである。 
  この事は流通業においても食のマーケットにおいて「個食・中食」を志向したコンビニエンス・ストアがス 
  ーパーマーケットをリードするといった現象をもたらし、セブン・イレブンを日本の食品における売上No１ 
  企業に押し上げたのである。今後、流通業界においてもこのような世帯構成の変化に気を配り、品揃え、サ 
  ービス等の革新をしていかないと取り残されてしまうのである。 
 

④ 人口減少の問題とは・・・？ 
  日本においては少子高齢化問題の進展によって、人口減少という問題にも直面せざるを得ない。当初の予想 
  では２００６年度がそのピークであり、その後下降に向かうとされていたが、実際には２００５年度という 
  事が明らかになったのである。人口減少自体がなだらかなものであり、小売業界にモロに響く事は考えられ 
  ないが、徐々に年代構成の変化や価値観･購買行動の変化等への対応が求められるであろう。 
  国内における業態開発が進むと同時に、過去日本の製造業がバブル後に世界市場に活路を求め、中国・ベト 
  ナム等煮進出したように、小売業の海外進出も活発化するであろう。厳しい日本の消費者や競争で磨き抜か 
  れた日本の商品の品質、品揃え、接客サービス等、国際的に見てもトップレベルにあり、進出した国の消費 
  者にも歓迎されるハズである。 
  国内での成長が見込めなくなった時、かって造船・繊維･家電･自動車等に代表される製造業が行ったように、 
  日本の小売業も世界マーケットに目を向けるのは当然であり、２０００年度の日経流通新聞の調査でも、各 
  国の小売業の海外での売上高を見た場合、ドイツで約３３％強、フランスでは約２８％、イギリスで約１２ 
  ％であり、日本は約１０％未満であった。米国は６％弱であり、その後のウォルマートの海外進出はこの数 
  字には反映されていないが、同社の成長戦略の一つとして海外進出があり、韓国･中国に引き続いて日本の西 
  友を買収して日本の橋頭堡を築いたのは記憶に新しい。今後のシステム構築も国外も意識したものが要求さ 
  れてくる時代に入った。 
  更にもう1つ考慮すべきなのは１５～６５歳の生産年齢人口の減小は、サービスを中心とするビジネス業界に 
  おいて深刻となり、流通業界でも労働集約的で機械化･合理化に限界のある物流、飲食業界を直撃する可能性 
  が高い。しかしながら流通業界全体では高年齢者の再雇用や、パートや女性の店長等への登用をはじめ構造 
  変化が進むであろうし、ＲＦＩＤに代表されるＩＴ（情報通信技術）と自動化技術（ロボットを含む）等の 
  最先端技術を駆使してのシステム化によるSolutionへのニーズがますます高まると思われる。 

０３ 

ひとり親と子 

夫婦と子 

夫婦のみ 

単独世帯 

(1人) 

その他 

総世帯

５０２
９万世

帯 

データ出所：国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の世帯数の将来推計（08年３月推計）」 

世帯構成人員数 
(2010年予測値） 
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⑤ マーケットの変化の一考察 
  団塊の世代がマーケットをリードしてきたと前述したが、具体的に団塊の世代を象徴するサントリー・オール 
  ドのウィスキーを考察してみよう。 
  昭和４０年代、オールドは学生の憧れであり、何時かはそれを飲める身分になりたいと、サントリー・レッド 
  やブラック・ニッカを飲んでいたものである。その後同年代が社会に出て、高度成長の波に乗るや、当時広が 
  り始めたスナック等でキープしたのが通称「ダルマ」といわれたオールドであった。 
  昭和５５年には１２４０万ケースを売り、オールドはウイスキーの代名詞になっていたのである。 
  団塊の世代が定年までのカウントダウンを迎え、肥満や糖尿病等の健康管理に気をつける年代に入るや、焼酎 
  のブームがおこり、ウィスキーの凋落が始まり、平成１７年には５１万ケース、即ちピーク時の４％台に落ち 
  込んだのである。良くも悪くも団塊の世代のライフスタイルが大きな影響力を持つ事がこの例でも理解できよう。 

団塊の世代を象徴する「サントリー・オールド」 

学生時代、サラリーマン時代に憧れ、最も親しんだウィスキー 

１９８０年（昭和５５年） １､２４０万ケース 

２００５年（平成１７年）    ５１万ケース 

０４ 

⑥ 所得の二極分化 
  小泉政権の構造改革の負の部分として、所得格差問題が浮上し、議論が活発化してきている。 
  この格差を生んだ最大の引き金はバブル崩壊による不景気であり、それによる世の中全体の構造変化に他な 
  らない。事実、米国の８０年代の不況はホワイトカラーを直撃し、ミドルの所得層が激減し、ロウアーとア 
  ッパーへの２極化が進んだのである。その結果、米国国勢調査の95年データでは、全米の上位２０％の富裕 
  層での消費額は４９％に上り、百貨店、専門店はこの富裕層にターゲットを絞ったのである。ロウアーに対 
  してはウォルマート、Kマートが躍進し、ミドル層を顧客としていたＧＭＳ御三家（ｼｱｰｽﾞ､JCﾍﾟﾆｰ、ﾓﾝｺﾞﾒﾘｰ 
  ｳｫｰﾄﾞ）は凋落の道を歩んだのである。 
  日本でも厚生労働省の２００５年の国民生活基礎調査では、年間所得４００万～８００万の中間層の世帯が 
  前年比3.6%減少し、３００万以下の層と１０００万以上の層が伸びを示している。 
  日本においても個人資産の７７％を５５歳以上の年代が占めているという統計データもある。 
 

所得格差を生むものは・・・？ 
  ・高齢者世帯の増加 
  ・一人暮らし世帯の増加 
  ・若年層の非正規社員／パート・アルバイト 
     NEET、フリーター 
  ・ＩＴの普及 
     企業組織のフラット化・中間管理職の削減 
  ・リストラ 
  ・景気動向 
     ボーナス、株価、紳士服・・・・ 
  ・産業構造の変化 
     生産工場の中国移転／ＩＴ長者 
  ・公共投資、補助金の削減 
     地方の公共事業減、補助金の減 
  ・規制緩和 
     タクシー台数の増、新規参入 
  ・給与体系の変化 
     定期昇給廃止、成果主義 
   
    

０８年の世帯年収の分布 

１９９８年 ＶＳ ２００８年対比 
 年収４００万円未満 

   35.8%―＞46.5% （＋10.7％） 

 年収４００～８００万円  

   34.7%―＞32.1% （△2.6%) 

 年収８００万円以上 

   29.5%―＞21.5% （△8.0%） 



第４章：「日本流通業の経営環境の変化」：流通業界を取り巻く１０の要素 

Page Copy Right Shijuku Terakoya 2013・08 

0 

生産年齢人口 
（１５～６４歳） 

生産年齢人口 
（１５～６４歳） 

後期老年人口 
（７５歳以上） 

老年人口 
（６５～７４歳） 

０５ 

日本の生産年齢人口グラフ 

日本の年齢別人口構造グラフ 
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① 「小売の輪理論」 
  「Poorman needs Low-Price, Richman loves Low-Price」（貧乏な者は低価格を必要とし、金持 
  ちも低価格を好ましく思う）の言葉にあるように、小売業界において低価格という要素は、経営戦略上避 
  けては通れない永遠のテーマなのである。 
  因みに１９５８年、マルコム・マクネイア教授はこうした小売業における低価格競争の本質について、 
  「小売の輪理論（Wheel of Retailing）」を発表したが、今尚大きな説得力を持つ理論である。 
  曰く、小売業においてのマーケットへの参入は例外なく、ニッチな分野に低価格訴求･低コストを武器と 
  するのである。低価格に対して消費者の評価･支持を得た新規参入企業は、その勢いを駆って扱い商品の 
  拡大（ライン・ロビング）・多店舗化･大型化の道を走り始める。 
  その結果として本部を含む管理･間接部門の膨張や設備投資等で経費が増大し、低コストでの経営が崩れ、 
  企業経営維持のためには荒利確保が必須条件となり、従来の低価格戦略を放棄せざるを得なくなってしま 
  うのである。更に当初の新規参入時のビジネス・モデルの強みも、競合他社にすぐマネをされ、独走を阻 
  み、同質化競争に引きずり込まれてしまうのである。その結果として低価格を武器とした新興勢力の新規 
  参入を容易に許し、マーケットを明け渡す循環に入るというものである。過去、日本では歴史的に見て、 
  百貨店もスーパーマーケットも低価格を武器にして参入して今に至った歴史が有り、今現在もユニクロ、 
  洋服の青山、ビックカメラ、ヨドバシカメラ、ヤマダ電気等の新興勢力の勢いは、ここ１０年ほどで業界 
  の地図を完全に塗り替えてしまった。 
   

（３）続く低価格競争の背景 

既存業態 
の駆逐 

●低コスト 
●低価格 ●店舗拡大 

●ﾗｲﾝﾛﾋﾞﾝｸﾞ 
●本部膨張 

●ﾌﾙｻｰﾋﾞｽ 
●高コスト 
●低価格の放棄 

経費増 
荒利追求 

●差別化 
●革新性 
●目新しさ 

類似業態参入 
同質化競争 

新規業態の 
参入 

●新興勢力の新規参入機会 

新興勢力 
低価格路線 

「小売の輪理論」模式図 

② 慢性的過剰生産 
  １９８０年代後半のバブル期に、日本のメーカーは生産設備を最新のものに更新したところが多く、９ 
  ０年代以降に入ってＩＴ技術の導入により、生産効率は飛躍的に上がり、慢性的過剰生産状況になって 
  いた。更にそれに輪をかけるように円高による海外商品の流入、競争激化による新製品の開発競争とそ 
  れに伴う商品寿命（ライフ・サイクル）の短縮化、中国への工場移転による更なる低価格商品の流入が 
  続いたのである。バブル崩壊でリストラの嵐が吹き荒れる中で、先行き不安を感じる消費者は、低価格 
  志向を強めたのである。 
  ユニクロはフリースに代表されるようにシーズン始めに低価格で一気に売り切る“茶筒型（集中豪雨型）” 
  マーケティングを導入し、２００５年には松下電器が新型薄型ＴＶを大量に準備し、全世界一斉販売を 
  立ち上げている。技術革新、ファッション化の流れは絶えず新しいものに短サイクルで切り替わる宿命 
  であり、スピードを重視する経営は、大量の新商品をマーケットへ一気に投入する“Hit ＆ Run”を 
  狙う。大量に出現する新商品と、それによって突然陳腐化し、行き場所のなくなった膨大な商品がマー 
  ケットに溢れかえる状況であり、低価格の趨勢は今後も続くであろう。 
   

０６ 
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③ 日本を襲う低価格のプレッシャーとは？ 
  「日本で過去１０年以上続いた低価格のプレッシャーは更に今後５年以上続くであろう」（ブライアン・Ｐ・ 
  ウルフ）の予言通り、今尚我々の周りでの低価格の波が押し寄せてきている。１０年前と比較しても、数十万 
  円したＰＣが５万円を切り、百ドルＰＣの声が聞かれ始め、携帯電話も十万円以上だったものが今では街角で 
  無料で配られる光景も見られるようになった。価格破壊という言葉にあるように、経験を積み、情報を豊富に 
  入手する手段を持った消費者はプロと化し、製品購入に対してはどんなに値段を値切っても得られる機能･性 
  能という価値は変わらないという事に気づき始めた。その結果、機能･性能がよければ価格の高いのは当たり前 
  という供給側の論理は崩れ、待てばもっとよいものが安く手に入るというように価格決定権、購入決定のタイ 
  ミングは完全に消費者側に移ったのである。 
  そういった消費者に合わせるように中国製品の流入、海外の圧倒的低価格を武器とするパワーリテーラーの参 
  入、日本国内における新興勢力の台頭が低価格競争をリードし始めている。国際的に見ても、Webを利用して 
  商品並びに什器・消耗品等をオークションで調達できる仕組みを持ったWWEとGNXが合体してその機能を発 
  揮し始める一方で、世界中の商品の調達網を誇る日本の総合商社が、日本国内におけるはけ口の確保を目指し、 
  小売業の垂直統合に動き始めている。 
  日本において比較的若い業態であるドラッグ業界、ホームセンター業界等のＭ＆Ａや連携･合併の波が押し寄せ 
  ているが、これも低価格競争で生き残るための仕入コストの低減を目指しての潮流の中の動きである。 
   

為替レート（円高） 
ドル・元 

低価格のプレッシャーの構造 

コストコ 

Walmart トイザラス 

テスコ 

外国勢力・ﾊﾟﾜｰﾘﾃｨﾗｰ 

伊藤忠 

商社の参入 

丸 紅 三菱商事 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化 

中国：世界の工場に 

ＷＷＲＥ 

ユニクロ 
ダイソー 

しまむら 

青山・アオキ 

ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ 

ヤマダ電機 

新興勢力 

Ｍ＆Ａ．合併 

消費者意識 

慢性的過剰生産 

０７ 
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① 流通業の構造改革を迫った米国の外圧とは？ 
  過去、日本の小売業における政策は中小小売業の「保護的政策」が中心であった。既存の業種と呼ばれる垂直的な 
  流通構造と多くの商店数は、各省庁縦割り行政と、各党政治家の集票の基盤でもあり、業種参入、出店、営業時間 
  等は多くの法律による規制や許認可制度で小売業の競争は制限を受け、その近代化を阻んできた面があった。 
  その眠りを覚ます引き金が１９８５年、ニューヨークの「プラザ・ホテル」で行われたＧ５の為替レートに関する 
  協議であり、「プラザ合意」といわれるものである。米国の貿易の対外不均衡解消を名目とした協調介入への合意 
  であり、対日貿易の是正を狙い、ドル安円高政策を採るものであり、当時１ドル２３５円だったレートが、翌年に 
  は１２０円台での取引へと急激な変化をもたらしたのである。 
  日本での急激な円高の進行による不況の発生を回避するために、低金利政策が採られ、継続されたのである。円高 
  は逆に国際的な日本経済の規模の相対的な急拡大をもたらし、米国の不動産や企業の買収、海外旅行の激増、海外 
  への工場移転等進み、２年後の１９８７年には対米貿易黒字が５２０億ドルにも達し、貿易摩擦問題が火を噴いた 
  のである。この貿易不均衡の原因は「日本市場の閉鎖性」にあるとされ、１９８９年の日米首脳会談で「日米構造 
  協議」の開始を決定し、翌年にかけて５回に渡って協議が行われ、アクション･プランが相互に決定されたのである。 
  特に日本の特殊性が米国との競争条件でアン・フェアである問題について構造的な改革を迫るものであった。 
  流通業界に大きな影響を与えた主な項目は 
     ①貯蓄･投資バランスの改革、内需拡大を促進するための大型公共投資の実施 
     ②土地利用促進のための法の改正、税制の改革 
     ③「大規模店舗法」の見直し等流通システムの改善 
     ④独占禁止法の強化による排他的取引慣行の改善、系列取引の監視 
     ⑤内外価格差の是正       である。 
  当時の米国の言い分を噛み砕いて代弁すれば、「日本人は貯蓄ばかりしてないで国内で買物をしろよ。更に米国の 
  商品が売れないのは店舗を自由に作らせない法律があり、店舗の大型化を規制しているからだぞ。店舗が増えて大 
  型化すれば、米国の商品も売場に並べられるじゃん。更に化粧品や電気製品等、流通経路をメーカーが支配してい 
  て参入を邪魔しているし、円高で物価が半分になっていいのにメーカーが「定価｣を強要して価格が下がっていない 
  じゃないの！。これまた内需が増えない原因の一つだよ。このような構造的なものを早急に是正し、米国の商品を 
  もっと沢山輸入できるフェアな関係を作る努力をしろよ」であろうか？ 
     

（４） 日本流通業の構造改革を迫った米国  

●公共投資による内需の拡大 
●  〃    輸入促進 
●流通関連法規の規制緩和 
   「大規模店舗法」他 
●地価下げと建設需要の拡大 
   「農地法・宅地法」他 
●系列化の是正 
   メーカーの垂直的系列、業界秩序 
●日本的商慣行を開かれたものに！ 
   リベート、返品制度、派遣社員、他 
●内外価格差の是正 
   中小小売業の保護政策から 
   消費者利益優先の政策へ軸足移動 

零細過多の商店数 

・米国製商品が並べられない？ 

新規参入の障壁 

・米国小売業が自由に参入できない 

貿易不均衡 

・貯蓄・輸出ばかりしてないでもっと 
 国内消費で金使え？ 

政策課題 

米国の不満・要求 日本に迫られた政策課題 

０８ 
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② 内需拡大、土地利用、大型店出店の規制緩和がもたらしたものは？ 
  貯蓄･投資バランスの改革を目指しての１０年間で４３０兆円もの公共投資の約束は、低金利政策とあいまって、 
  バブル経済を呼び込み、その後の１０数年の日本経済の停滞を呼ぶと共に、その多くは７７０兆円を超える国の 
  借金となって、その解消のめども立っていないのである。４３０兆円という公共投資は使い道を考えるだけでも 
  大変で、小売業においても地方自治体とタッグを組んで、超大型小売店施設を急速に展開したのである。地方の 
  第三セクターのそれら施設はバブル崩壊後、核店舗の撤退等により今尚赤字を流し続けているところも多い。 
   
  過去より日本においては、銀行の担保も土地を基本としたように「土地神話｣という言葉があり、その土地利用に 
  ついては農林水産省、国土交通省等の規制があり、さらに相続税や地方自治体の条例等厳しい規制がかけられて 
  いた。一種、二種の住居専用地域指定や農地法等、街中・郊外を含め、好適な店舗物件があっても法律的にがん 
  じがらめになっているケースが多々あったのである。規制緩和で休耕田を含む農地・山林等の転用規制の緩和や、 
  工場の中国移転等での跡地の利用の検討が進むにつれて、地方自治体も地域活性化、地元雇用機会の確保、固定 
  資産税等の税収増大を目指し、積極的な出店誘致を行い始めたのである。「狸の出るところにＳＣを！」（イオ 
  ン・グループ）のように、日本でも超大型の駐車場を備えたスーパーＲＳＣを建設できる低価格の土地の供給が 
  始まったのである。 
   
  過去日本の小売業は１９７４年に施行された「大店法」によって規制されていた。法律が出来たキッカケは当時 
  スーパーマーケットの勃興期で、多くの企業が参入し、出店を競ったのである。その結果、既存の中小小売店は 
  苦境に陥り、当時の政府は「中小小売店の保護｣を理由に店舗面積５００平米を超える物件には開店日、店舗面積､ 
  開店時刻、休業日数等厳しい網をかけたのである。中には届出から出店まで１０年以上を要すものもあり、競争 
  は業界の秩序を理由に制限されてきたのである。急速な出店が命でもあるチェーン・ストアにとって、邪魔な法 
  律でもあったが、逆に出店済みの既存店にとっては、競合相手の新規出店の防護壁にもなり、土地価格の高騰も 
  あって実態は大きなメリット（権益）を享受していたのである。日米構造協議を受け、１９９２年には「改正大 
  店法」として施行され、２年後には更に緩和措置が進み、大型店の出店ペースは急速に進み、昨今では超大型の 
  商業施設が工場跡地や郊外に雨後の竹の子のごとく出店し続ける状況が出てきている。その結果として従来の街 
  中、駅前に集積していた商店街、商業施設の空洞化・崩壊の危機的様相が生じ始め、出店先の生活環境を保持す 

  ることを主眼に新たに「大店立地法」が制定され、2000年6月より施行された。１０００平米以上の出店に伴 

  う、交通混雑、騒音、ゴミ問題等の周辺環境から商業施設のあり方を規制･調整するもので、運用は都道府県、 

  政令都市にゆだねられたが、  ２００５年には福島県のように具体的に 郊外への大型小売施設の出店を規制する 

  条例化の動きもあり、少子・高齢化社会を迎えて消費者にとってどちらが最適なのか？という議論がマスコミや 

  国会でも論議され始めている。 

 

 

小売店の立地を定めた「まちづくり三法」の改正問題とは？ 
①都市計画法、②大規模小売店立地法、③中心市街地活性法の３つからなる。 

過去、「大店法｣では、商店街と進出する大型店との利害調整を目的としていたが結果的には、売場面積･営業時間･休業日等 

の調整（規制?禁止事項？）が多く、出店を規制する面が多かったのである。 

２０００年以降の規制緩和によって住宅地と工業専業地域以外への出店がフリーパスとなり、多くの大型店が郊外･工場跡地に 

出店してきたが、地方における既存市街地・商店街の空洞化、人口減少問題、将来への財政負担問題等の問題が新たに浮上 

したのである。それらの問題を考慮し、無秩序に開発する事にブレーキをかけるものがこの「まちづくり三法」改正法案であり、 

「大店法」の再登場として小売業界のみならず各省庁、財界、政界を含めて賛成･反対の議論が巻き起こっている。 

大型店の出店か？補助金の対象となる市街地活性化か？地方の自治体がこれからの地域の商業施設を含む街づくりのビジョン 

による政策立案と行政力とを問われているのである。 

市街地に位置する百貨店と、郊外･工場跡地等に大型商業施設展開を競うGMSとの間で現実的に利害が相反するものであり、 

条令の如何によって戦略転換を強いられるものである。 
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 ③ 日本の商慣習･系列取引の改善とは？ 
  「見えない参入障壁」として厳しく指摘されたのが日本独特の商慣習であり、英単語にもなっている「系列 
   （化）」である。化粧品や家電等ではメーカー系列店があり、資生堂や松下電器では当時で２万店舗以上の 
   系列店を持ち、マーケティング、販売の重要な機能を担って来たのである。当然松下電器の系列店では、 
   競争相手の東芝・日立等の家電製品が並べられる事はないし、まして海外のメーカーの商品が並べられる 
   事はありえないのである。 
   又、直の系列でなくとも、多くの階層的な卸が存在し、その多くは「特約店」、「取次店」の看板を掲げ、 
   米国からは「排他的取引慣行」と非難されているように、容易に系列外商品の新規参入を許さない流通の 
   構造を作り上げているのである。メーカーにとっての系列化の狙いは建値（定価・メーカー希望価格）と 
   いわれる価格の支配･維持政策を実施し、売上利益の安定的な確保を狙ったものであった。その具体的な施 
   策としては、“販売拠点・地域の制限”、“一店一帳合制”、“委託･返品制度”、“派遣・手伝い社員”、 
   “生産・出荷調整”、“リベート制度”、“販促支援・指導”、“経営指導･社員教育研修”、“値引き商品 
   の限定”・・・・が挙げられるが、通称「リテール・サポート」と表裏一体となっている。 
   過去から日本の“零細過多”といわれる中小小売店の育成のみならず、大型小売業に対しても、消費者啓 
   蒙を含むマーケティングを一手に引き受け、情報提供、販促提案・支援等で日本の小売業を支えてきたの 
   は実はメーカーであり、その果たしてきた役割と功績には大きいものがある。 
   しかしながらこのような系列店や卸のチャネル維持のためには膨大な費用がかかり、多くのメーカーの商 
   品を同一売場に大量に陳列する大型店の出現は、必然的に低価格競争をもたらし、過去メーカーにとって 
   利益をもたらしてくれていた系列店が、逆に足を引っ張る事態も出てきている。更に派遣社員制度、返品 
   制度、リベート等が｢日本的商慣習」としてアンフェアと米国より指弾され、日本の大型小売企業もそのバ 
   イイングパワーを武器に直接取引を要求し始めた今、「建値制度」も「オープン価格制」に移行せざるを 
   得なくなってきている。 
   小売業の大型化、自由化による海外商品の流入、通販等の新しいチャネルの出現が｢見えない参入障壁」と 
   「系列化」の構造改革を加速させつつある。 
 
  
④ 独占禁止法の強化を迫った裏側とは？ 
  過去、系列店、中小小売店のために築かれてきた「日本的商慣習」を、規制緩和でバイイング・パワーを持 
  った大手小売企業も都合よく使う様になったのである。即ち「小売業の優越的地位の濫用」といわれるもの 
  であり、“不当返品”“不当値引き”、“派遣･手伝い店員の強要”、“広告・宣伝費の負担”、“各種協賛金”、“決算協 
   力金”、“押付け販売”、“センター使用フィー“、”契約商品の引取拒否“等、あいまいな商慣行の中で、多くの中小 
  のメーカー、卸が苦境に陥ってた例も多かったのである。例えば「返品」の場合、契約という概念で動く米 
  国の場合には、リスクは小売業側で負わなければならないのであるが、日本では中小小売店のスポンサーで 
  あった多層構造を持つ卸、メーカーが都度あいまいにリスクを肩代わりしてきたのである。 
  中には買取･返品なしの契約のＰＢ商品ですら返品・引取拒否があり、中小卸、メーカーでは背負いきれない 
  リスクで倒産にいたるケースもあったのである。 
  このような条件を飲まなければ米国のメーカー、卸も容易に日本には上陸を果たせない環境なのである。 
  さらに日本独特の多層構造の川中･川上にてリスクを負う仕組みは必然的に商品にそのコストがオンされ、 
  物価を押し上げる大きな要因にもなっているのである。公正取引委員会もこの点を重視し、２００６年１１ 
  月より「大規模小売業告示」を施行し、不公正な取引方法に関して新たに法の網を整備し、厳しく臨む姿勢 
  を見せ始めている。メーカー･卸にしても売上増のためには派遣社員を送り込みたい・・といって野放図な 
  小売業の要求は呑めず・・・ といった形で日本的あいまいさが残りつつ取引関係が変化していくであろう。 
  因みに米国の流通業界との決定的な違いの一つは「契約」と言う概念がない事である。「契約」とは取引 
  における相互の責任とリスクの所在を明らかにし、その遵守について文書化して交わすものである。今後読 
  者の方々が実際に小売業のシステム開発に携わる時、販売･仕入の部分でこのようなリベートや返品、値引 
  きといった処理に頭を痛めることになるであろう。 
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日米の売残り商品のリスク負担 

日 本 

米 国 
小 売 業 

メーカー 

卸売業 
（ﾌﾞﾛｰｶｰ） 

売残り商品のリスク負担 

リベート、返品等の条件は事前に協議･契約 

商品納入 

商品納入 

商品納入 

小 売 業 メーカー 
卸売業 卸売業 

卸売業 返 品 

ﾘﾍﾞｰﾄ、派遣社員要請 

売残り商品のリスク負担 

１１ 

海外旅行客数の推移・・・１８００万人超 
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① 日本人の意識の変化 
  「プラザ合意」から始まった円高ドル安と、規制緩和による参入及海外進出の障壁の消滅、貿易不均衡解消 
  のため政府主導の海外製品の輸入促進策等は日本全体を急速にグローバル化の波の中に放り込んだのである。 
  その結果日本人の海外旅行客は｢プラザ合意｣以前は年間３００～４００万人だったものが１９９０年に１０ 
  ００万人を超すや、近年では１６００から１８００万人に達する急激な伸びを見せているのである。最近で 
  は３万円以下で韓国ソウル、中にはフランスで往復１０万円以下と、下手な国内旅行よりも安く、気軽に海 
  外に行けるようになったのである。 
  その結果、日本の消費者も多くの情報･経験を積み、特に内外価格差の違いに驚き、国際的な価格（＝日本に 
  おいては低価格）に目覚めたのである。かって海外旅行する場合、必ずといっていいくらい１万円以上する 
  プレミアム・ウィスキーを土産で制限本数の３本、大切にぶら下げてきたものである。現在ではそのウィス 
  キーは酒のディスカウンターで２千円台で入手でき、海外旅行でウィスキーをぶら下げている帰国する人は 
  めっきり見かけなくなくなった。 
   
② グローバル化がもたらした価格破壊 
  円高ドル安、バブル崩壊で最初に危機に直面したのが日本の製造業であった。輸出による代金収入が円高で 
  半減するのである。逆に半額になった海外からの輸入品は日本の価格破壊を始め、日本の製造業は中国・ベ 
  トナム等に工場を移転し始め、日本の２５～３０分の１の人件費で作られた商品を日本に逆流させ始めたの 
  である。小売業も自らが企画・仕様決定・物流管理・販売といった一連の流れをリスクを持って行うユニク 
  ロに代表されるＳＰＡ（Specialty Store Retailer of Private Label Apparel＝製造小売業）が台頭し、 
  一気に業界地図を塗り替えた。因みに２０００年度の中国の広州交易会（貿易見本市）での商品のFOB(現地 
  船積み引渡し価格）では、デニム製ジーンズが６８０円、ネクタイが５５円、フリースジャケットが２５３ 
  円、ブランドジャケットが３３００円なのである。 
  また貿易統計で見ても、紳士スーツは東南アジアからのものを計算すると一着６０００円くらいなのである。 
  品質的にも日本の商社やメーカーの技術指導によって問題もなくなり、スーパーマーケットにおいても中国 
  をはじめ、世界の食材が低価格で陳列されるようになってきた。１０００円も出せばステーキ用牛肉とワイ 
  ンが買えてお釣りが来るなんて、２０年前には誰も考えた事がなかったのである。 
 
 

（５）進む「グローバル化」・・・世界のマーケットが一つに統合される？ 

１２ 

２０００年秋の中国・広州交易貝会（商品見本市）で分かったＦＯＢ（現地船積み引き渡し）価格 

商品とＦＯＢ価格（円） 

ア 
 

パ 
 
レ 
 

ル 

婦人ショーツ（綿１００％） 
紳士ブリーフ 
ブラとショーツのセット 
インナーＴｼｬﾂ 
デニムジーンズ（ﾕﾆｸﾛ） 
形状安定チノパン 
ネクタイ 
形状安定ワイシャツ 
フリースジャケット 
ダウンジャケット（Old NAVY） 
合皮裏付ライダース（Walmart） 
ビニールレインコート 

２７ 
７１ 

１３７ 
８８ 

６８０ 
５０６ 
５５ 

９７９ 
２５３ 

１、６５０ 
５５０ 
２９ 

服  
 
 

飾 

帽子 
キャンバス・シューズ 
革・紳士靴 
ビーチサンダル 
トレッキング・シューズ 
デッキシューズ 
傘 

６０ 
１０２ 
４６２ 
５５ 

３０８ 
２０９ 
１２１ 

家 
電 

冷蔵庫（５０L) 
コーヒーメーカー 
アイロン台（７０×３０） 

５，８３０ 
３９６ 
１２２ 

日 
用 
品 
そ 
の 
他 

おしぼりタオル 
フェースタオル 
バスタオル 
木製ハンガー（IKEA) 
ヘアーブラシ 
ボールペン 

１２ 
２６ 

１４７ 
２０ 
１９ 
３ 

食 
 
 

品 

ワタリガニ（１Kg) 
味付け海苔・１枚 
トリフ（１Kg) 
竹の子（１８L) 
トマトペースト３Kg×６缶 
桜桃 ４２５ｇ缶 

４６８ 
１ 

２，７５０ 
９５０ 

１，１６６ 
３４ 

食 
器 
・ 
台 
所 
用 
品 

中華なべ 
フライパン 
お玉 
包丁 
マグカップ 
湯のみ 
サラダプレート 
飯茶碗 
スープ皿 

１５９ 
３５２ 
１０４ 
１１０ 
２７ 
２８ 
２７ 
４１ 
３６ 

商品とＦＯＢ価格（円） 

出典：販売革新2001･6・ＪＲＣ 
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③ 海外小売業の日本進出 
  １９００年代に入り、欧州の大型小売業は国内のシェアも固まり、成長を海外に求めざるを得なくなり、世界 
  的にもエマージェンシー・マーケットであるアジア地区、特に韓国、中国への出店スピードをあげたのである。 
  更に同様の理由で米国のウォルマートも参戦し、激しい競争を持ち込んできたのである。 
  当然世界第二位のGNPを誇る日本マーケットも視野に入っており、海外の高級専門店が東京銀座、大阪心斎橋 
  に豪華店舗を次々と開店し、ウォルマートは西友を、英国のテスコは鶴亀ランドを買収し、日本における橋頭 
  堡を確保し、日本にあったビジネス・モデルを追求し、次なる多店舗化を狙っている。 
  因みに筆者が大卒で入社した時（１９７０年）の初任給は３万６千円で当時１ドル３６０円だったから国際的 
  には１００ドルだった。それからたった２０年には「プラザ合意｣後には初任給が約２０万円、当時１ドル１０ 
  ０円としても２０００ドル。なんと２０年間で国際的にみて日本人の初任給が２０倍という急速度で膨張（実 
  感として成長ではない）したのである。まさにマルコ・ポーロが黄金の国・ジパングと名づけた肥沃なマーケ 
  ットであり、海外の小売業のターゲットになったのもうなづけるであろう。 
  日本の企業もその動きに従い、イオン・グループではスポーツ・オーソリティ、ザ・ボディショップ、タルボ 
  ット等の専門店と提携ないしは買収に動き、グループの大型SCのテナントの自前化を促進している。 

クレアーズ 

ｳｫﾙｸﾞﾘｰﾝ 

ステイプルズ 

キンコーズ 

オフィス・デポ 

ＡＭＣ 

コーチ 

トイザラス 

オフィス・マックス 

ウォルマート 

ﾌﾞﾛｯｸﾊﾞｽﾀｰ 

ホーム・デポ 

ｴﾃﾞｨｰ･ﾊﾞｳｱｰ 

Ａ Ｍ  Ｉ 

テスコ 

ﾏｰｸｽ&ｽﾍﾟﾝｻｰ 

ティファニー 

ｴﾙ･ｴﾙ・ﾋﾞｰﾝ 

Ｈ Ｍ Ｖ ナイキ 

フットロッカー ギャップ 

ｳﾞｧｰｼﾞﾝﾒｶﾞｽﾄｱ 

ランズエンド 

ﾜｰﾅｰﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ 

コストコ 

エルメス 

アニエスベー 

１３ 

２００７年４月 
TESCO（英）が本格的出店（大泉学園店）： 
２０１２年日本より撤退決定 

・TESCOは日本法人をイオンに売却し撤退しました。 

 少子高齢化、都市中心街の空洞化に対して生鮮コンビニ 

 のコンセプトは良かったのですが日本の企業各社が直ぐ 

 に追随し、同質化競争に巻き込まれてしまいました。 

・ 

・消費文化のレベルが高く、競争の激しい日本では規模拡大 

 と、赤字脱却に苦戦していたようです。 

・TESCOのグローバル戦略はアジア､東欧の国々でNo1の 

 小売企業を目指す事に回帰したようです。 

・ 
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ＣｈａｉｎＳｔｏｒｅＡｇｅ２００９０７１５ 

年  度 企 業 名 （国） 業 種 備    考 
1988 タルボット （米） 婦人衣料 イオン１００％ 

1989 トイザラス（米） 玩具 米国８０％、日本マクドナルド２０％で設立 
現在はティーアールエージャパンホールディングインク 

1990 
ザ・ボディショップ（英） 化粧品･雑貨 ジャスコがフランチャイズ契約 

現在イオンフォレストが展開 

ｳﾞｧｰｼﾞﾝﾒｶﾞｽﾄｱｰｽﾞ（英） AVソフト 丸井５０％で設立 
CCC傘下の後2008年撤退 

ＨＭＶ（英） AVソフト 単独 
2007年に大和証券SMBCPIの特別目的会社に売却 

1991 
キンコーズ（米） ｵﾌｨｽ･ｻｰﾋﾞｽ 住友金属鉱山４９％ 

現在はﾌｪﾃﾞｯｸｽ･ｷﾝｺｰｽﾞ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙが100% 

ブロックバスター（米） レンタルビデオ ９９年・ゲオが買収 

サブウェイ（米） ﾌｧｽﾄﾌｰﾄﾞ 現在日本法人の主要株主はサントリーホールディングス 

ディズニーストア（米） ｷｬﾗｸﾀｰｸﾞｯｽﾞ 単独 
2002年にはオリエンタルランド100%子会社 

1992 エル・エル・ビーン （米） 衣料・雑貨 西友７０％、松下３０％ 
2001年からはｴﾙ･ｴﾙ･ﾋﾞｰﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙの日本支社 

バーガーキング（米） ﾌｧｽﾄﾌｰﾄﾞ 2001年撤退 
その後ロッテ、リヴァンプが共同出資 

エディバワー（米） 衣料･雑貨 住商オットーと会社設立。その後分離 
独オットーの100%子会社に （オットージャパン） 1993 

1994 クレアーズ・ストアーズ （米） 衣料・雑貨 現在ｸﾚｱｰｽﾞ･ｽﾄｱｰｽﾞとイオンが５０％づつ出資 
クレアーズ日本が展開 

ＧＡＰ （米） 衣料 単独 

ﾃﾞｨﾘｰﾌｧｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙＨ（香港） 食品スーパー 西友４０％。1998年撤退 

1995 

スポーツオーソリティ（米） スポーツ用品 ジャスク４９％出資 
現在はイオン系のメガスポーツが展開。イオン８１％ 

ﾜｰﾅｰ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｽﾀｼﾞｵ･ｽﾄｱ（米） ｷｬﾗｸﾀｰｸﾞｯｽﾞ 当初ダイエー出資。その後リストラで合弁解消 

1996 

ネクスト （英） 衣料 ゼビオと業務提携 

スターバックス・コーヒー（米） 飲料 主要株主はサザビーリーグ 
ｴｽｼｰｱｲ・ﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ・ｴｽ･ｴﾙ・（ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽの100%子会社） 

オフィス・デポ （米） 文具 デオデオと合弁（99年解消）、現在米オフィス・デポの 
現地法人が展開。2009年中に全店閉鎖の予定 

エスプリ （香港） 衣料 タカキューと折半出資のエスプリジャパン設立 
1999年撤退 

1997 
タリーズ （米） 衣料 ゼビオと業務提携 

フットロッカー （米） ｽﾎﾟｰﾂｼｭｰｽﾞ 単独 
2000年に撤退 

セフォラ （仏） 化粧品ﾁｪｰﾝ 2001年撤退 

ﾙｰﾑｽﾞ・ツゥ・ｺﾞｰ （米） 家具 ジャスコとライセンス契約 
2002年撤退 

1998 
ザ・ブーツ・カンパニー（英） ドラッグストア 三菱商事と合弁  2001年に撤退 

Ｊ・Ｃ・ペニー ﾞ（米） ﾎｰﾑﾌｧﾆｯｼﾝｸﾞ デオデオと合弁  1990年に解消 

ザ・アスリートフット （米） ｽﾎﾟｰﾂｼｭｰｽﾞ 丸紅 
2007年撤退 

2002 
ディーン＆ディカール （米） 惣菜 伊藤忠と提携 

ウォルマート （米） ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ 西友へ資本参加  2007年子会社化 

ﾒﾄﾛ・ｷｬｯｼｭ ｱﾝﾄﾞ ｷｬﾘｰ（独） 業務用卸 独８０％、丸紅２０％ 

1999 ｺｽﾄｺ･ﾎｰﾙｾｰﾙ・CO （米） 会員制ﾎｰﾙｾｰﾙｸﾗﾌﾞ 単独 

2000 カルフール （仏） 食品ｽｰﾊﾟｰ 2005年撤退 

ﾍﾟｲﾚｽ･ｼｭｰｿｰｽ （米） 靴 単独 

テスコ （英） 食品スーパー つるかめランド買収  テスコジャパン ２０１３年イオンに売却 

2003 

2005 イケア （ｽｳｴ-ﾃﾞﾝ） 家具 ７４年合弁事業で日本へ進出、８６年に撤退  再進出 

2007 バーガーキング （米） ﾌｧｽﾄﾌｳｰﾄﾞ 2001年撤退後再進出  ロッテ、リヴァンプが共同出資 

2008 H&M （ｽｳｪｰﾃﾞﾝ） ｶｼﾞｭｱﾙ衣料 銀座に第一号店 

2009 フォーエバー （米） ｶｼﾞｭｱﾙ衣料 2000年に三愛をフランチャイジー・短期間で撤退。  再進出 

⑤ 海外小売業の日本進出と撤退の軌跡 
  日本市場に参入を果たそうと言う企業は多く、単独、提携、フランチャイズと色んな形態で日本に企業を立上げ 
  てきたが、必ずしも順調にいっているわけではなく、成功へ向けての挑戦が続いている。 

１４ 
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④ 日本小売業の海外進出ｰ第二期海外進出を迎える？ 
 ●８０年代、日本の小売業も伊勢丹、東急百貨店、三越、そごう等の百貨店、ヤオハン、ジャスコといったＧ 
  ＭＳがタイ、シンガポール、香港、台湾等に進出を果たした。更にニューヨーク、パリ、ロンドン等に支店 
  を構えたのである。 
  前者は小売業が未発達の東南アジアでの展開であり、歓迎されると共に日本人観光客も客として取り込めた 
  が、後者は現地の情報収集拠点、商品調達の拠点、日本人間顧客相手といった域を出なかった感がある。 
  バブル崩壊後、リストラ策で多くの直営海外店舗もその対象となったのである。しかしながら昨今ではユニ 
  クロ、無印良品等が欧州出店で現地の消費者の支持を受け始めている。又中国もこれからのマーケットとし 
  てセブン＆アイグループのイトーヨーカ堂やセブン・イレブンが北京出店を果たし、伊勢丹も進出を決めて 
  、低迷する日本経済に見切りをつけて多くの小売業が進出を検討し始めている。 
  寿司等の和食が世界に進出して今やブームを呼び、成功を収めているように、厳しい日本の消費者にもまれ 
  た高品質、ユニークな商品と、高度の接客サービスを持った日本の小売業は、世界に出て行っても消費者に 
  受け入れられるであろう。構造改革の進まないにほんの経済成長率は鈍化し、更に消費者保護を錦の御旗に 
  した官僚の法的規制は強くなり小売業も日本の国内での成長に限界を感じ始め、中国等への出店戦略を本格 
  化しようとする動きも出てきており、海外出店ラッシュが始まるのも時間の問題であろう。 
  しかしながら各種政治摩擦・人件費増、労働争議等のある中国の戦略を見直す企業も出てきている。 
   （三越伊勢丹・２０１４年までに中国に５店舗、髙島屋２０１２年に上海・・・日経新聞2009･08･14） 

１５ 

【主戦場はアジアに・・・】 

企業名 全世界の店舗数 
（国内店舗数） 海外の店舗数 アジア地区の出店 その他 

セブンイレブン ４０，２９３ 
（１３，２３２） ２７、０６１ 

韓国（3,145）、フィリピン（551）、中国（1,711） 
ﾏﾚｰｼｱ（1,212）、台湾（4,750)、タイ（5,790) 
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（549)、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（21) 

アメリカ 

ファミリーマート １７，５９８ 
（８，２４８） ９，３５０ 韓国（5,511）、タイ（622），中国（566) 

台湾（2,637)、ベトナム（4) ― 

ローソン １０､３１３ 
（９，９９４） ３１９ 中国（319) ― 

ミニストップ ３，８１６ 
（２，０４２） １，７７４ 中国（14)、韓国（1,429）、フィリピン（331) ― 

ファーストリテイリング ９７４ 
（８２４） １５０ 中国（60)、韓国（54）、香港（13)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（3) 

マレーシア（1)、台湾(1) ロシア（！） 

良品計画 ４９３ 
（３５９） １３４ 中国（26)、韓国（8）、台湾（19)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（4) 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（1)、タイ(8)、フィリピン（2) - 

伊勢丹 １５０ 中国（4)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（6)、マレーシア（1)、タイ(1) ― 

三 越 - ２ 中国（1)、台湾（1)、 - 

髙島屋 - ２ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（1)、台湾（1)、 - 

平和堂 - ３ 中国（3)、 - 

イトーヨーカ堂 - １３ 中国（13) - 

イオン（ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ) - ７７ 中国（37)、マレーシア（27)、タイ（13) - 

イオン（ＳＣ） - ９ 中国（９) - 

ニトリ ＨＤ - ７ 台湾（７)、 - 

リーガルコーポレーション - ８ 中国（8) - 

ベスト電器 - ５６ 台湾（25)、香港（4)、マレーシア（10)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(10) 
インドネシア（6)、クウェート（1) - 

ヤマダ電機 - ２ 中国（2) - 

三城ＨＤ - １９６ 中国（140)、香港（1）、台湾(1)、韓国（26)、タイ（6) 
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（14)、マレーシア（8) - 

オートバックスセブン - ９ 中国（4)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（2)、タイ（3) - 

イエローハット - １７ 中国（8)、台湾（4)、韓国（1)、ＵＡＥ（2)、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ（2) - 

２０１１・０２～０４現在 
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① 過去の流通業の系列・提携ｰ「仲良しクラブ」、「同床異夢」・・・？ 
   従来の日本における系列・提携関係は政府の規制、即ち制限された競争下でのものであり、比較的緩やかなもの 
   であった。 銀行系列、商社系列、メーカー系列等の｢縦型系列」は、業界の中に同業者組合を作り、そんなに 
   表面に出るものでもなかった。 提携関係も「護送船団方式」、親睦中心の「なかよし倶楽部」といわれるよう 
   に「業界秩序の維持」が目的であった。業態といわれる百貨店やスーパーマーケットでも「横型系列･提携」の 
   緩いものであった。百貨店業界では商品の供給・共同仕入、教育、ギフト配送、商品券の相互利用、勉強会等の 
   関係であり、人の派遣も相手企業の要請が前提であった。 
   地方百貨店の場合、西武百貨店、高島屋（ハイランド・グループ）、三越、大丸、伊勢丹（ＡＤＯ）の６グルー 
   プのいずれかに属していたが、同時に２つのグループに属し、旗色の鮮明でないケースも多々見受けられ、その 
   理由としては商品供給以上に提携によって自社の地域への都市百貨店の出店を牽制する防衛的な色合いもあった。 
   スーパーマーケット業界では全国チェーンに対抗するために、共同仕入機構・経営勉強会・共同物流を目指した 
   グループが存在するが、それぞれのグループの目的・活動内容は大きく異なっている。 
   平和堂・イズミ等に代表される“ニチリウ”、三和、アークス、オギノ等で構成する“ＣＧＣ”、関西スーパー 
   マーケット、サミット等が参加する“ＡＪＳ”、東急ストア、小田急商事等電鉄系で構成される“八社会”、た 
   いらやが中心となって構成する“セルコ”、ミニスーパーを主体にしたボランタリー・チェーンである“全日食 
   チェーン”が主なものになろう。＜第二章・参照＞ 
   
② 進む業界の再編の大波－旗色鮮明化 
   バブル崩壊、グローバル化、低価格競争の激化は日本の全産業に生き残りのための構造改革を要求し始めたので 
   ある。特に規制緩和は競争を一変させたのである。従来は規制の制限されたフィールドで１位、２位、３位を競 
   うという「牧歌的」世界が存在したのであるが、現在では無制限一本勝負、１位、２位以下は退場という「弱肉 
   強食」世界に変化してきているのである。事実日本の商店数も１９９７年から２００４年の７年間だけで、約１ 
   ８万店も消滅し、スーパーマーケット、百貨店、ＧＭＳ、専門店と名の知れた多くの企業の中には、店舗の撤退 
   だけではなく、倒産・合併に追いやられた企業も数多くある。そのような中での小売企業の選択肢は①倒産、② 
   廃業、③合併、④自立の４つしか残っておらず、生き残るためには旗色の鮮明化を求めた横断的なものから垂直 
   的な関係に変化してきているのである。 
   業界を震撼させたのはやはりそごうであろう。一時期国内国外合わせて３０店舗を誇った店舗数も、国内で１２ 
   店舗となった。更に大型ショッピングセンター、ホームセンター等の郊外店の増加は地方百貨店の経営基盤を揺 
   るがし、上野百貨店（宇都宮）、丸正百貨店（和歌山）、福岡玉屋（福岡）等が倒産し、大手百貨店の地方支店 
   も撤退が続いている。更に高島屋、伊勢丹、大丸という都市百貨店が京都・札幌・名古屋という地方の百万都市 
   への大型店舗を進出させ、既存の百貨店の激しい顧客の奪い合いが始まり、経営基盤をこれまた揺るがしている 
   のである。それによって、現在百貨店業界では地方百貨店の生き残りのための再編が始まる一方で、２００７年 
   以降、セブン＆アイGによるミレニアム（西武・そごう）の吸収、大丸と松坂屋、三越と伊勢丹の合併、阪急と 
   阪神の合併、更には髙島屋との連携と百貨店は大きく４ツのグループに集約されつつある。一足先に１３行あっ 
   た都銀が４メガバンクに統合されたように、業界は生き残りを賭けて再編ゲームに突入した感がある。 
   スーパーマーケット業界では北海道のアークスに代表される。イオングループに対抗し、ラルズ、福原と北海道 
   の有力企業が経営統合し、純粋持ち株会社として活動を開始している。 
   量販店（ＧＭＳ）も来るべきウォルマート、テスコ等とのグローバルな競争や、株式による企業買収に備え、グ 
   ループとしての戦略を整備し、急速に手を打ち始めている。イオングループはヤオハン、マイカル等の破綻企業 
   を傘下に収め再生させる一方で、海外の多くの専門店ブランドと提携して自社のＳＣ内で展開し、ドラッグ業界 
   における連携も台風の目として積極的に行っている。一方のセブン・アイグループもイトーヨーカ堂、セブン・ 
   イレブンを中心とし、２００５年１２月には西武百貨店・そごうの持ち株会社であるミレニアム・リティリング 
   を買収し、グループ内に百貨店という柱を一本増やしたのである。 
   日本でも比較的若い業態であるドラッグ・ストア、ホーム・センター業界でも店舗展開が飽和状態に近づき、仕 
   入れの共同化、ＰＢ商品開発等による合従・連合がスタートした。 
   
   
   
 
 

（５）業界大再編の潮流 

① 小売業界における業界大再編の動き 

１６ 
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③ 米国のＭ＆Ａの歴史のあとを辿るか？日本の再編 
  業界の再編は小売業界での寡占化を招きつつある。規制緩和の進んだ欧米では上位１０社で４０％を超え、更に 
  進んでいるのである。 

１７ 

出典：ChainStoreAge 1998･10･1 
       〃     2006･9･15 

米国Ｆｏｏｄ Ｍａｒｋｅｔ 上位企業の変遷 

1976年 1986年 1996年 1997年 1998年 

ｾｰﾌｳｪｲ ｾｰﾌｳｪｲ ｸﾛｰｶﾞｰ ｸﾛｰｶﾞｰ 
ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ／ 
ｱﾒﾘｶﾝｽﾄｱｰｽﾞ 

A&P ｸﾛｰｶﾞｰ ｾｰﾌｳｪｲ ｱﾒﾘｶﾝｽﾄｱｽﾞ ｸﾛｰｶﾞｰ 

ｸﾛｰｶﾞｰ ｱﾒﾘｶﾝｽﾄｱｽﾞ ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ ｾｰﾌｳｪｲ 
ウォルマート 

スーパーセンター 

ｳｨﾝﾃﾞｷｼｰ ｳｨﾝﾃﾞｷｼｰ ｱﾒﾘｶﾝｽﾄｱｽﾞ ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ ｾｰﾌｳｪｲ 

ｱﾒﾘｶﾝｽﾄｱｽﾞ A&P ｳｨﾝﾃﾞｷｼｰ ｳｨﾝﾃﾞｷｼｰ 
ｱﾎｰﾙﾄﾞ／ 
ｼﾞｬｲｱﾝﾄﾌｰﾄﾞ 

ﾗｯｷｰ ラッキー ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽ ｱﾎｰﾙﾄﾞ ﾌﾚｯﾄﾞﾏｲﾔｰ 

ｼﾞｭﾈｴﾙ ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ A&P ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽ  ｳｨﾝﾃﾞｷｼｰ ﾞ 

ﾌｰﾄﾞ･ﾌｪｱ ｼﾞｪﾈﾗﾙ ﾌｰﾄﾞﾗｲｵﾝ 
ウォルマート 

スーパーセンター ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽ 

ｸﾞﾗﾝﾄﾞ･ﾕﾆｵﾝ ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽ 
ウォルマート 

スーパーセンター A&P A&P  

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ボンズ HE・ﾊﾞｯﾄ ﾌｰﾄﾞﾗｲｵﾝ ﾌｰﾄﾞﾗｲｵﾝ 

順 位 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

2005年 

ウォルマート 
スーパーセンター 

クローガーﾞ 

ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ 

セーフウェイ 

アホールドＵＳＡ 

パブリックス 

ﾃﾞﾚｰｽﾞ･ｱﾒﾘｶ 

Ｈ．Ｅ．バット 

スーパーバリュ  

ウィンデキシー 

先進国小売集中度比較（トップ小売業５社のシェア） 

ドイツ 
エデカ 

レーベ 

アルディ 

シュバルツＧ 

メトロ 

16.8 

15.3 

11.9 

11.7 

 9.6 

フランス 
カルフール 

ルクレール 

カジノ 

アンテルマルシェ 

システム-Ｕ 

22.8 

12.8 

12.1 

11.6 

 8.6 

アメリカ 
ウォルマート 

アホールドＵＳＡ 

クローガー 

ｱﾙﾊﾞｰﾄｿﾝｽﾞ 

セーフウェイ 

11.9 

 4.1 

 4.0 

 2.8 

 2.4 

イギリス 
テスコ 

セインズベリー 

モリソンズ 

アズダ 

ビッグフードＧ 

20.8 

11.7 

10.3 

10.0 

 4.7 

日本 
セブンイレブン 

イオン 

イトーヨーカ堂 

ダイエー 

ローソン 

 1.8 

 1.4 

 1.1 

 1.0 

 1.0 

57.5% 65.3% 67.9% 25.2% 6.3% 

出典；ＣｈａｉｎＳｔｏｒｅＡｇｅ２００８．３．１ 
    「世界商業大国の流通構造比較」（二上康郎） 
    販売革新２００８・３  

人口１万人当店舗数 

52.2店 

人口１万人当店舗数 

62.3店 

人口１万人当店舗数 

51.0店 

人口１万人当店舗数 

54.8店 

人口１万人当店舗数 

91.0店 
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① 卸売業界の再編の波 
  卸売業の果たす役割とは・・・？ 
  川中における卸・問屋の代表的機能としては下記８つの機能が考えられるであろう。 
      ①「物流」機能・・・・小売店舗への商品の配送、広域 
      ②「在庫」〃 ・・・・商品を在庫し、小売店の発注対応（仕分け） 
      ③「情報」〃 ・・・・小売店に対する商品情報、販促情報の提供 
      ④「販売支援」〃・・・販促ツールの提供、労務の提供 
      ⑤「金融」〃・・・・・ 売掛（信用販売） 
      ⑥「調達」〃 ・・・・小売店の要望のある商品の調達 
      ⑦「開発」〃 ・・・・産地での商品開発、企画 
      ⑧「集荷」〃 ・・・・多メーカー商品の集約、一括配送 
  流通革命を語る時、その複層の問屋の流通経路を前近代的なものとして語られる事が多い「卸売業の中抜き｣ 
  議論や「問屋不要論｣であるが、川上・川下の中間にあって特に①、②、⑧の機能は流通機能として必須なも 
  のである。メーカー側、小売業側が物流センターを作ってそれを担うにしても、商品サイクルの短縮化の中で 
  、多品種・少量・多頻度・広域配送を安定的に行うには無理があり、日本の卸･問屋の存在意義はそこにある。 
 
② 再編・大手寡占化への流れがスタート 
  ２０００年以降、卸売業界の再編が一気に激化し、２００５年には医薬品卸のメディセオと日用品卸パルタッ 
  クスの異業種の合併でメディセオ・パルタックスＨＤ社として対に売上高２兆円を越す「メガ卸」が誕生した 
  のである。更に小売までの一気通貫を狙う商社が絡み、合従連衡、Ｍ＆Ａによる大型寡占化の流れが速くなっ 
  ているのである。その一番大きな理由としては、小売業側が業種から業態に変化し、大型化したことにある。 
  更にはセブン＆アイグループのようにグループ各社の仕入金額が異なる事に対して、「一物一価」、「帳合の 
  一本化」を要求し、イオン・グループでは自前の物流センターへの直納、ダイエーでは「帳合集約」の要求を 
  強く迫ってきた背景がある。従来メーカーが業種ごとに価格設定の主導権を握り、特約・系列による流通経路 
  支配の構図が崩壊し始めたのである。このような小売業のグループ、業態対応のためには、卸売業側の業種の 
  垣根を壊し、菓子、酒類、加工食品、チルド、冷凍食品、最終的には顧客である小売業の扱い商品に合わせて 
  、日用品、衣料品、医薬品までも広域に一括配送できる機能を持たなければ生き残れなくなってくるのである。 
  小売業の店舗にとって業種別の卸では納品のためのトラック台数が多くなり、検品の手間等多くとられる事に 
  なり、小売業側ではますます納品の集約化を要求するであろうが、その物流の革新への挑戦が課題となる。 
  小売業界で業種から業態に移行した結果、一気に大型化・寡占化がスタートしたが、ようやく卸売業界でもス 
  タートした。特に国内市場基盤を固める商社の戦略は進行し、菱食は三菱食品となって業界トップとなり、過去 
  業界トップの座を守ってきた国分は３位になった。 

４ 加藤産業  702,411  0.90% ー 住友商事 

順位 企 業 名 売上高 シェア 主要販売先 系 列 

１ 三菱食品（旧･菱食） 2,151,941  2.76% ローソン 三菱商事 

２ 日本アクセス 1,581,952    2.03%   ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ 伊藤忠商事 

３ 国  分 1､471,384  1.89% ダイエー 三井食品 

５ サントリーフーズ  608,088  0.78% 国分 サントリー食品 

６ 伊藤忠食品  605,470    0.78%   ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ 

７ 三井食品  596,821  0.77% ｲﾄｰﾖｰｶ堂 三井物産、国分 

８ 日本酒類販売  492,900  0.63% 酒類問屋・二次卸 - 

９ ｻﾝﾄﾘｰﾋﾞｱ＆ｽﾋﾟﾘｯﾂ  489,897   0.63%  ー サントリー 

１０ 旭 食 品  366,411  0.47%  ﾛｰｿﾝ - 

上位１０社合計 9,067,257   11.64％  

2011年度食品卸売業ランキング 

抜粋：ChainStoreAge ２０13・０５・０１ 

② 卸・商社における業界大再編の動き 

１８ 

（単位：百万円） 

＊市場規模： ７８兆円 
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③ 流通業界再編・系列化を進める総合商社 
   グローバル化が進む中で、日本の総合商社は世界に情報網を張り巡らして、あらゆる各国の商品の調達をする 
   だけではなく、日本人向けの商品を現地工場を作って生産したり、農作物や漁業の養殖等の技術指導して調達 
   する力を有する。内外価格差のある国際的な調達商品物流こそが総合商社の生命線であり、日本国内でそれら 
   を安定的にはける仕組み作りをめざして、川中・川下を含む流通業の垂直的な提携や系列化を目指す動きが急 
   である。 
   特に食料品に関しては商社にとって石油開発や工場の建設といった巨額の投資や国際相場変動というリスクも 
   小さく、安定的な収益をもたらすものであり、スーパー、コンビにの買収、資本関係の強化等による系列化が 
    進んでいる。単に商品供給だけではなく、出店に関する情報提供、建築資材の調達・提供、リース業務等、 
   ローコスト経営を目指す小売業側にとっても総合商社から受けるメリットは大きい。  
 

総合商社 川中（卸売業） 川下（小売業） 

三菱商事 菱食・明治屋・ｻﾝｴｽ・旭食品 ローソン、ﾗｲﾌｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

三井物産 三井食品・佐藤・三友小網 （セブン・アイグループ） 

伊藤忠商事 日本ｱｸｾｽ・西野・伊藤忠食品 ファミリーマート 

丸 紅 山星屋・ﾅｯｸｽﾅｶﾑﾗ ダイエー、マルエツ、東武ストア 

住友商事 サミット、マミーマート、西友 

１９ 

出典；業界地図 ２０１２ 

三菱商事 

三菱食品 
（菱食） 

2兆1,519億円 1兆4408億円 

国分ＨＤ 

住友商事 

加藤産業 

7,024億円 

三井物産 

三井食品 

5,968億円 

伊藤忠商事 

日本アクセス 

伊藤忠食品 

1兆5,819億円 

6,055億円 

提携 
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① 米国起点のＩＴ革命 
  ８０年代、米国は慢性的な経常収支と財政の「双子の赤字」を抱え、ドルの下落等で景気はどん底状態に陥っ 
  ていた。しかしながら９０年代、東西の冷戦の終了によって軍事技術の民間への開放の波が押し寄せ、クリン 
  トン・ゴアの大統領コンビは米国の復権をＩＴ（情報通信技術)に賭け、実行に移したのである。 
  「スーパー情報ハイウェー構想｣と称されるこの戦略は光ケーブル網を全米に張り巡らし、広大な国土ゆえのハ 
  ンディを克服しつつ、ＩＴ分野で世界の覇権を握ろうとするものであった。シリコンバレー、インターネット 
  、Windows、携帯電話に象徴されるようにＩＴが米国全体の景気を浮揚させるだけでなく、インテル、マイク 
  ロソフト、オラクル等、新たに世界をリードする企業が排出し、強いアメリカが実現されたのである。 
  ＩＴの出現によって多くの消費者は容易に情報を入手する手段を得る事ができ、マーケット形成の主導権は供 
  給側から消費者側に完全に移行する流れに拍車をかけたのであった。「作れば売れた！」、「並べれば売れた 
  ！」時代の終焉であり、消費者（Consumer）に代わって顧客（Customer）の概念が誕生し、その顧客のニーズに 
  合わせた商品の開発、製造、販売なしに企業経営は立ち行かなくなったのである。 
   （Customer Centric Management) 
  従来の「マス・マーケティング」は否定され､対極にある「ワンtoワン・マーケティング」が議論され、米国のあらゆ 
  る産業がＩＴを用いての顧客サービスの充実に走ったのである。 
  日本においてのＩＴはバブル後の省力化、ＢＰＲ等に用いられ、顧客サービスに集中した欧米企業に水をあけ 
  られてしまっている。特に保険業界では日本の人海戦術的に対し、ＩＴを駆使したアメリカン・ファミリーや 
  アリコ等の米企業が圧倒的強さを示している。保険業界、銀行を含む金融業会は、顧客サービスの改善のため 
  に今後膨大な投資を強いられる事になり、企業単位での対応が困難であるため活発な合併・Ｍ＆Ａが繰り広げ 
  られるであろう。 
   

（７） 「ＩＴ革命」が流通業を変える！ 

出典：ｲﾝﾌｫｰﾒｰｼｮﾝｳｨｰｸ誌・７２９人の情報システム・マネージャーを対象に調査 
          日経情報ｽﾄﾗtrｼﾞｰ  １９９８・６ 

`98年順位 ビ ジ ネ ス 面 の 課 題 `97年順位 

１ 位 

２ 位 

３ 位 

４ 位 

５ 位 

６ 位 

７ 位 

８ 位 

９ 位 

10 位 

  顧客サービスの改善 
  ビジネス・プロセスの合理化 
  財務状況の改善 
  潜在顧客のニーズへの理解と対応 
  製品やサービスの物流体制の改善と拡大 
  製品開発プロセスの改善 
  新製品や新サービスへの情報技術の応用 
  マーケティング・アドバンテージの確立 
  競合状況における躍進 
  情報ｼｽﾃﾑの効果について外部顧客からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

１ 位 

２ 位 

３ 位 

５ 位 

６ 位 

４ 位 

９ 位 

８ 位 

10 位 

７ 位 

米国産業界の情報化技術のビジネス面の課題 

① 米国におけるIT革命」の潮流とは？ 

２０ 

・金融・保険などの商品開発 
 や販売等、IT活用では日本は 
 遅れを取ってしまった。 ・小売業界でもテスコのような 

 マーケティング戦略で遅れてい 
 るし、AMAZONのような革新 
 的企業も出てきていない 
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② ツールが変わればルールが変わる 
  ＩＴ（情報通信技術）は通信、即ちコミュニケーションのツールである。「ツールが変わればルールが変わる」 
  （ダニエル・ビュラス）の言葉があるが戦国時代の鉄砲の出現は刀槍を駆逐し、第二次大戦時の飛行機やレー 
  ダーの出現は戦争のルールを根本的に大きく変えてしまったのである。第一次湾岸戦争での米国のハイテク兵 
  器を用い、巡航ミサイルのトマホークの威力や、Ｍ１戦車が一方的にイラクの旧式戦車を破壊した様子を茶の 
  間のTVで見た米国人にとって、このＩＴ活用は新たな企業戦略上の啓示になったに違いない。 
  ウォルマートでは積極的にＩＴを取り入れ、自社のＥＤＬＰ（Everyday Low-Price）によるローコスト・オ 
  ペレーションと低価格戦略を武器に全米を短期間に席巻したのである。衛星通信を用いたリテール・リンクは 
  リアルタイムで全店の売上を含む情報を本部に送り届け、一日数千万件を超えるPOSのレシートデータは、世 
  界最大級のデータウェアハウスに蓄積され、必要とされる分析を瞬時に行って提供してくれる。配送トラック 
  はＧＰＳ（Global Positioning System)によって効率的に運用され、店舗では無人のＰＯＳが顧客の買物を快 
  適にしてくれているのである。  
  従来、小売業の現場は労働集約的であり、経験と勘が幅を利かせていたのであるが、いち早くＩＴを導入し、 
  新しいビジネスモデルを作り上げた企業のみが生き残れる世界に変わってきている。  
   

２１ 

データウェアハウス 
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① 日本におけるＩＴ化は・・・？ 
   小売業におけるＩＴの活用はＰＯＳ（販売時点管理）に代表されるであろう。何故ならば小売業の取引データ 
   の９０％以上は顧客との接点で発生し、その登録を迅速且つ正確に処理する仕組みとして発展し続けてきたの 
   である。米国でのＰＯＳ誕生の背景には百貨店、ＧＭＳ，専門店業界における商品情報の取得とクレジット・ 
   チェックの問題ガあったのである。１９７０年代の米国ではチェーン化（多店舗化）に伴い、大量の商品の発 
   注や在庫の管理のためにパンチ（穴あき）タグ（値札）や各種バーコードタグを販売時点で回収して本部に送 
   ったり、レジスターの記録紙をＯＣＲにして本部に送って特殊な機械で読み込ませたりして、商品情報の収集 
   と処理に四苦八苦し始めていた。 
   更に当時の米国ではクレジットも非常な勢いで伸び始め、売場からの電話等での与信問い合わせも限界に来て 
   いたのである。そこでこの２つの問題点の解決ツールとして登場したのが１９７０年にＮＣＲが発表した２８0 

   型ＰＯＳであった。黒･白･緑の３色のカラーバーコードタグの読み取りによる取引明細データの収集と、オンラ 
   インで即時のクレジット・オーソライゼーションを実現し、機械式のレジスターに取って代わり始めたのであ 
   る。その後スーパーマーケットのチェックアウト用として２５５型ＰＯＳが登場し、商品のバーコードを固定式ス 
   キャナーで読み取り、迅速な登録、売上集計、チェッカー管理、単品管理等を実現し、急速に広まって行った 
   のである。 
   当然、米国を師匠とする日本の流通業界においてもＰＯＳの導入熱が盛り上がり、普及して行ったのである。 
   日本の場合には米国の導入経緯とは異なり、現在までに３つの段階に分ける事ができよう。 
   
 
 
 
 
 
 
 
② 日本のＰＯＳ化・第一期（１９７７年～ ）・・・課題は省力化  
  日本におけるＰＯＳの検討と導入が最初に進んだのが百貨店である。１９７０年代の２回にわたって発生したオ 
  イルショックは、当時拡大路線をとり始めた百貨店を直撃したのである。特に人件費の高騰は、その率で人件費 
  の伸び率を大幅に上回り、多くの従業員を抱えていた百貨店はこのまま推移すると、労務倒産に至ると言う経営 
  問題に直面させられたのである。オイル・ショックを乗り切った製造業同様に、機械化・標準化・合理化を迫ら 
  れ、部分的実験導入から一気に全館・全店舗導入による省力化（省人化）効果を期待して導入に走ったのである。 
  １９７７年、小田急町田店を皮切りに、高島屋全店に導入が拡大し、全国の百貨店へ波及して行ったのである。 
  因みに２万平米クラスの地方店では７００人～９００人の社員を抱えていたが、ＰＯＳにより正社員３００人以 
  下での運営を可能とし、髙島屋でも１０年間で、全体で約４０００人もの省力化に成功し、ＰＯＳ投資額を大幅 
  に上回るＢＰＲ（Business Process Re-engineering）に実現に貢献したのである。 
   
   
     
    
 
   

② 日本におけるIT革命」の潮流とは？ 

２２ 

高島屋の事例 
 昭和５２年よりＰＯＳ・多店舗情報システム導入。高崎店は新店舗で当初よりＰＯＳ化。 

 人件費の負担軽減からＰＯＳ化決定：グループで４、０００人削減計画（５２年以降3,600人実現） 

店 舗 売場面積 
（㎡） 

昭和５２年（１９７７） 

正社員 パート パート比 

昭和６０年（１９８５） 

正社員 パート パート比 

５２年 ６０年 

レジ台数 POS台数 

大宮店 23,305㎡ 1,025人  86人  7.1% 566人 105人 15.6% 120台 106台 

柏 店 24,535㎡  745人 151人 17.3% 438人 74人 14.5% 130台 83台 

堺 店 18,794㎡  910人 147人 13.9% 389人 121人 23.7% 115台 95台 

岡山店 17,795㎡  773人 75人 8.8% 504人 44人 8.0% 141台 72台 

*高崎店 17,248㎡  439人 56人 11.3% 292人 44人 13.1%  72台 72台 

５ 店 計 
3,892人 517人 11.7% 2,189人 388人 15.1% 578台 428台 

4,409 人 2,577 人 （▲41.5%） ▲150台（▲26%） 

参考：百貨店調査年鑑（ストアーズ社）・NCR 

280号ﾘﾃｨｰﾙﾀｰﾐﾅﾙ 
（1970年） 

2151POSｼｽﾃﾑ 
（1977年） 

255POSｼｽﾃﾑ 
（1976年） 



第４章：「日本流通業の経営環境の変化」：流通業界を取り巻く１０の要素 

Page Copy Right Shijuku Terakoya 2013・08 

 
     
③ 日本のＰＯＳ化・第二期（１９８５年～ ）・・・・課題はネットワーク+単品管理 
  百貨店のＰＯＳ化は１９８０年代に入ってからは、西武百貨店のクレジット戦略に始まった全国ネットワーク 
  規模のオンラインの仕組みとなり、店舗レベルでの省力化やマーチャンダイジングから、ブロック（地域）、 
  全社レベルでの合理化・省力化等で、本部主導による仕入れや販促等に新たな道筋をつけつつあった。 
  スーパーマーケット業界においてはＥＯＳ（Electric Ordering System)、発注段階での単品管理システムは 
  ほぼ出来上がっていたが、衣料品関連はバーコードタグの回収方式であり、情報収集のスピードと精度に悩ん 
  でいた。スーパーマーケット、量販店（GMS)でもＰＯＳの実験導入を行っていたが、ＰＯＳの投資費用とバー 
  コード値札の作成、貼り付け等によるランニングコスト増大がハードルとなって、本格的な展開に至らなかっ 
  たのである。１９８５年にイトーヨーカ堂がＰＯＳの全店一斉導入を決断し、商品のＪＡＮ（バーコード）の 
  ソース・マーキングが一気に進み、スーパー・マーケット業界において、「単品管理」が急速に普及したので 
  ある。膨大な商品の中から売れ筋商品をいち早く発見して発注し、死に筋商品を識別して売場の棚から撤去す 
  る仕組みである。 
  この事によって小売企業間における「売れ筋商品｣争奪戦が勃発し、いち早く全国的ネットワークを実現したイ 
  トーヨーカ堂は小売業界でも飛びぬけた高い収益性を誇る企業に駆け上ったのである。 
  コンビニエンス・ストア業界においてもセブン・イレブンの単品管理の仕組みは更に発展し、１年間で７０％ 
  の商品が入れ替わるほどの活用に至ったといわれる。発注時の情報支援、一日３便の配送、集約された共同配 
  送等の仕組みとあいまって、２００Ｘ年のデータで見ると１店舗当たりの平均日販は同社が６７万円に対し、 
  同規模・同立地で競合しているローソンでは４８万円、ファミリーマートでは５３万円、他の中小では４０万 
  円を切る所もあるという位の差がでたのである。 
  専門店業界でも各店のＰＯＳをオンラインで結び、独自の商品コードのバーコードタグを自社で取り付け、同 
  様に売れ筋死に筋、店間移動等のオペレーションを容易にするだけでなく、小さい店舗特性からＰＯＳ自体の 
  ＰＣ機能を利用し、発注、勤怠管理、売上日報等のＰＯＳ以外の店舗データを本部に伝送し始めたのである。 
  当時、ファッションビル、ショッピング・センターの増大にあわせ、急速に店舗数を拡大できたのも、このよ 
  うなＰＯＳの仕組みがあったからである。 
   
     
    
 
   

２３ 

2152POSﾀｰﾐﾅﾙ 
（1981年） 

2127POSｽｷｬﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 
（1990年） 

8137専門店POSﾀｰﾐﾅﾙ 
（1988年） 2127JDS/POSﾞｼｽﾃﾑ 

ﾓｼﾞｭﾗｰﾀｲﾌﾟ 
（1989年） 

業界初のビジネス用UNIX搭載 
Towerシリーズ 
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④ 日本のＰＯＳ化・・・・第三期（１９９６年～ ）・・・・課題は優良顧客の囲い込み・顧客サービス 
  ＰＯＳの活用が大きく変化したのは１９９６年であろう。この年に「景品表示法」の規制緩和が行われたので 
  ある。即ち、「大店法」同様に中小小売店の保護と言う事で、大規模小売業の景品や福引、ポイントカード等 
  の物販以外のサ－ビスは禁じられていたのである。「景品表示法」の規制緩和によって品揃え、価格等で同質 
  化競争に喘いでいた大型小売業は顧客囲い込みを目指してカード戦略を再スタートさせたのである。 
  特に百貨店業界では三越ハ福岡、高島屋は新宿、名古屋、伊勢丹は京都出店を控えており、それぞれ地域に根 
  ざした百貨店との「優良顧客争奪戦」のための戦略が必要であった。三越では自社カードの割引率を３から５ 
  ％に戻し、伊勢丹では割引を５，７，１０％に改定し、高島屋では新たに７％のポイントカードを誕生させた。 
  西武百貨店でも再生の切り札として米国百貨店・サックスのＦＳＰを参考にポイントカードを本格的にスター 
  トさせたのである。その後燎原の火の如く全国的に他の百貨店にも波及し、顧客戦略の再構築を目的としてデ 
  ータ・ウエアハウスの導入が急速に進んだのである。 
  スーパーマーケット業界でも１９９９年以降、中小の企業を中心にポイントカードの導入が進み、昨今では大 
  手量販店（ＧＭＳ）にも波及し、コンビニエンス・ストア、専門店の業界にも波及し、カメラ・家電の大型店 
  では、ポイントが実質値引きの手段と化して、低価格競争下での実価格をあいまいにする役割も果たしている。 
  更にＩＴ（情報通信技術）は時間・距離のハンディの壁を取り払い、あくなき「便利」の追求を目指すコンビ 

  ニエンス・ストア業界に物販サービスだけでなく、非物販サービスの取り扱いを急速に充実させ、伸ばしてい 

  るのである。 

  公共料金の払込み、各種チケットの予約・販売、各種保険の扱い、コピー・ＦＡＸ，切手・印紙、宅配受付、 

  通販商品の引渡し等あり、さらにはケータリング、御用聞き、配達等、ＩＴのインフラ基盤にのったサービス 

  ・メニューを充実させ、コンビニエンス（利便性）を高め、他店との差別化を推進しようとしているのである。 

  ＰＯＳは「単品管理」を目的とした“Point Of Sales”から、「優良顧客の囲い込み」の目的とした“Poi 

  nt of Service”に変化したのである。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
   

２４ 

SAシステムから大規模OLTP 
更には情報系・DWHまでの 
一気通貫の仕組を提供 

7452Win-POS21 
（1996年） 

2170ﾃﾅﾝﾄPOSﾀｰﾐﾅﾙ 
（1995年） 

NCR WorldMark 

データウェアハウスの登場 
マーケティング・マーチャンダイジングの飛躍的革新に寄与 
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⑥ 流通業界にPOSがもたらしたものとは・・・？ 

  POSの登場は流通業界全体のみならず、製造業界に対しても大きな構造改革の変化を強いたのである。 

  「単品管理」の発展は川中と言われる卸売業に対して、“少品種・多量・小頻度配送”から“多品種・少量・多頻度 

   配送”への対応、更には時間指定、分納・遅納のペナルティ、指定伝票・値札の取り付け等の厳しい条件が次か 

  ら次へと突きつけられたのである。これに対応できない中小の卸・メーカー企業は排除されて行ったのである。 

  又、川上の製造業・メーカーに対しても小売側が持つＰＯＳの売れ筋・死に筋のデータは、全てのメーカーの商 

  品の成績を表す閻魔帳であり、バイヤーの強力な武器となって、仕入れの商談時の主導権はメーカーから小売業 

  側に移り、新製品の発売曜日も大手コンビニのサイクルに合わせざるを得ないといわれる。 

  この事は従来の川上（メーカー）・川中（卸売業）・川下（小売業）と言う順に流れていた情報が逆転した事を 

  表しているのである。特約問屋制度でメーカーが主導権を握り支配していた商品価格の設定権、二重・三重の卸 

  （帳合問屋）を経由してのリスク負担構造、複雑に入り組んだリベート体系等が崩れ始め、情報を持った小売業 

  は立場を逆転させ、メーカーとの直取引を要求し始めているのである。オープン価格もその一つの流れの現れで 

  ある。一部には再び「問屋不要論」等も出てきており、中小の問屋の数も大きく数を減らしつつあるが、日本の 

  卸売業が持つ“多品種・少量・多頻度配送”の実績や情報力等は国際的に見てもトップクラスであるという。 

  今後、小売業と卸売業・メーカーが対立して自社の利益ばかり追う「取引関係」から、顧客に対しての低価格、 

  欠品防止、新商品開発、販促といった事をコラボレーションできる「取組関係」の実現が大きな課題になってこ 

  よう。 

 

  又、専門店業界では基本的にナショナル・ブランドよりも、ストア・ブランドで販売する形態が多く、特に衣料 

  品業界ではファッション化すればするほどそうなってくる。そこでＰＯＳによって売残りリスクを回避でき、他 

  店との差別化ができ、利益率も大きく取れるチャンスが見込めるという事で製造・物流・販売を全て自社管理で 

  行う小売業も出現したのである。ユニクロ、良品計画、青山・アオキ、しまむらに代表されるＳＰＡ（Specialty 

  Store Retailer of Private Apparel）であり、まさに自らリスクを負っての流通経路の短縮をはかり成功 

  を収めたのである。 

 

  
 
   

２５ 

Selfserve 
（FastLane) 

NCR Easy-Point 
（WebKIOSK) 
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⑦ 新しい消費者行動の変化・・・・・・・オムニチャネルへの挑戦 

  前項で「ツールが変わればルールが変わる」という諺を紹介した。 

  現在、消費者の価値観、及び購買行動は急激に変化しているが、まさにスマホに代表されるIT関連のツールの登場が 

  それにあたるのである。 

  スマホ、iPad等に代表される各種携帯端末と、通信技術の急速な発展は、単純な携帯電話機能だけではなく、TV,デ 

  ジカメ、ウォークマン、電子マネー、カーナビ、定期券、翻訳機、インターネット端末等の機能を搭載でき、且つ 

  各種アプリケーションの搭載で無限の可能性を持ったツールとして爆発的に普及している。 

  その結果、消費者はNetによって商品の検索、価格比較、性能比較、購入者の評価等をスマホやPCによって２４時間 

  どこでも可能となり、それが大きく購買行動の変化を促してきている。 

  Net販売の急速な売上拡大によって、米国では既存の大型店舗がショールーム化（ショールーミング）する傾向も出て 

  きており、家電量販店等では経営基盤を大きく揺るがす状況が生まれてきている。（Big Boxの死） 

  米国の百貨店メーシーズのCEO/テリー・ラングレーは2011年の決算発表会でこのような経営環境に対し、Net通販 

  と戦うのではなく、それもひとつのチャネルとして顧客とあらゆるチャネルを通じてシームレスな境目のない買い物 

  体験環境を提供していく事を宣言したのである。実店舗とNetの融合（クリック＆モルタル）宣言である。 

  新しい技術の登場による顧客との接点のあらゆる変化に対応しようとするこのコンセプトは「オムニチャネル」と呼 

  ばれ、新しい小売業の方向性を示すものとして急速に世界に広がっていったのである。 

  
 
   

２６ 

出典･参考；野村総合研究所 

認 知 検 討 購 買 

店 舗 

通 販 

ネット 

モバイル 

ＳＮＳ 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 
ｻｲﾈｰｼﾞ 
既存 

メディア 

【マルチ・チャネル】 

複数のチャネルを顧客に分けて使い分け 
（日本では別会社･事業部単位で連携不足） 

認 知 検 討 購 買 

店 舗 

通 販 

ネット 

モバイル 

ＳＮＳ 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 
ｻｲﾈｰｼﾞ 
既存 

メディア 

【オムニ・チャネル】 

顧客中心に全てのチャネルを連携 
（顧客の購買プロセスの各段階でもチャネルを併用） 

消費者の購買に至るまでの心理的プロセス 

心理・意識の変化 購買の選定基準 行動の変化 心理・意識の変化 行動の変化 

立ち止まる 
目に留める 

商品の陳列 
CM、チラシ 

注 目  
Attention 

A 

見  る 
値打ち 

効用・効果 
興 味  
Interest  

I 

触る、 
調べる 

品質・価値 欲 望  
Desire   

D 

選  ぶ 相  違 記 憶  
Memory  

M 

購入する 価  格 決定・行動 
Action  A 

再購入 満 足 度 評価・満足 
Satisfaction  S 

画面検索・ 
フト引っかかる 

 注 目 
 Attention 

A 

興味･関心 
  興 味 
 Interest 

I 

検索･比較 
 検 索 
 Search 

S 

購買する 
 購 買 
 Action 

A 

レビュー・評価・ 
クチコミに書込 

 情報共有 
  Sharer 

S 

【マス・マーケティング時代】 【インターネット時代】 

出典：「買いたい空気の作り方」：電通 



第４章：「日本流通業の経営環境の変化」：流通業界を取り巻く１０の要素 

Page Copy Right Shijuku Terakoya 2013・08 

⑧ ITが変えた物流の革新 

  ＩＴの発展は、物流業界にも大きな変革をもたらしている。特に商品を最終消費者に届ける「販売物流」（B2C) 
  においては、クロネコヤマトや佐川急便、郵政公社等がサービスを競い合い、カーナビやＧＰＳの活用はもちろ 
  んの事、配達希望時間帯の受付、冷凍・冷蔵商品、配送商品の現状問い合わせ、宅配運転手が持つ携帯端末によ 
  るクレジットによる代金決済等、情報ネットワークの進展にあわせるようにＩＴ活用が進んでいるのである。 
  さらに「調達物流」（B2B)の世界では、通常のメーカーの一括納入商品の受入･検品･在庫保管するだけではなく、 
  小売業側指定のパソコンや値札発行機を持てない中小メーカーに対しては集荷、検品、値札付け、保管、売場搬 
  入まで請け負う機能も持ち始めているのである。 
  まさに物流は情報の流れと一体化したものであり、今後小売店舗の物流のみならず、Ｎｅｔ取引の発展には欠か 
  せないモノとして､今後ますます発展を遂げるであろう。 
  因みにインターネットの登場と物流業界の発展によって地方の生産地を活性化が図られつつある。北海道の夕張 
  メロンや新巻き鮭は物流業者がその殆どをおおさえ、店頭販売から姿を消し、今まで店頭になかった地方の農水 
  産物や特産品が自らのHPや楽天等を通じて消費者とダイレクトな取引が始まっている。。 
  通販大手も千趣会（大阪)、ニッセン（京都）、セシール（香川）、ムトウ（静岡）やずや（福岡)、再春館製薬 
  （熊本）、ジャパネットたかた（佐世保）等地方の元気の良い企業が頑張っている。 
 
  
 
   

検品 
代行 

在庫保管 

値札付け 

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ 

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ 

包装･梱包ﾟ 

集金代行 

納品代行 

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ 

調達物流（B２B) 販売物流（B２C) 

発注 
代行 

メーカー 

消費者 

メーカー 
メーカー 

メーカー 
メーカー 

集荷 
代行 

発注伝票 
専用値札 

発注伝票 
専用値札 

発注 
ﾃﾞｰﾀ 

出荷 
指示 

入荷 
出荷 
在庫 
報告 

小 売 業 

出荷 
データ 

商品 
売場 
搬入 

商品 
配送 集金 

代行 

配送 
指示 配送 

問合せ 
配送 
集金 
報告 

購入 
注文 

発注 
ﾃﾞｰﾀ 

商品の流れ 

情報の流れ（Web) 

情報の流れ（Web) 

物流業の機能の拡大 

２７ 



第４章：「日本流通業の経営環境の変化」：流通業界を取り巻く１０の要素 

Page Copy Right Shijuku Terakoya 2013・08 

（８） 日本の流通業襲う「新たな規制の津波」 

① 流通業を襲う規制の津波・・・規制緩和に逆行？ 消費者保護? 権益拡大? 官製不況の引き金？ 

企業経営に急激･且つ重大なインパクトを与えるものとしては大きく分けて下記３点が挙げられよう。 

    ①「市場環境の変化」    ：原材料の高騰･下落、景気変動、天災、政治的混乱、戦争･紛争、為替変動･他 

    ②「技術的環境の変化」  ：技術革新、技術の陳腐化、特許期間等の終了、 

    ③「法律的環境の変化」  ：法律改正、規制緩和・撤廃、規制強化、        ： 

①については今まさに直面している原油や資源、小麦粉等の食料品等の国際的な高騰や円高が如何に経営にインパク 

 トを与えているかが実感できよう。小売業もPBの強化、M&A、海外戦略等の練り直しを迫られている。 

②についてはPCや携帯電話の技術競争は陳腐化と価格低下を繰り返し、DVDもブルーレイ陣営に決着が付いた感が 

 ある。 ITの技術革新は経営戦略と不可分の関係となってきた。 

③についてはバブル崩壊以降の規制緩和と撤廃、グローバル化が進む一方で、新たな法的規制も続々と生まれてきて 

 いる。特に企業の海外進出や、海外の投資家の日本株式市場の投資は企業経営の姿を透明度を要求し、会計制度を 

 国際基準に合わせることを要求している。それによって含み資産によってある程度許容範囲を持って行ってきた財 

 務上の利益のやりくりが出来なくなり、保有する土地や在庫商品の資産の簿価評価から時価評価への変更でいきな 

 り赤字転落するケースも発生する。 

 又、法律も従来の企業保護的なものから「消費者保護」に軸足が移り、新たに企業活動に対する新たな規制の枠を 

 はめ始めている。法律によって規制をする事が本能的に好きな（？）日本の官僚は補助金等の権力的基盤が薄まっ 

 た今、「消費者保護」等を錦の御旗に数多くの法的規制を出してくる事が十分に予想される。 

これらの問題は我々のビジネスにとってもインパクトが大きく、場合によってはSolution Businessのシーズ（種） 

にもなるものである。今回、代表的なものを整理してまとめたが、各自これをキッカケとして法的規制について知識 

を深め、お客様とのビジネス上の会話を深め、良き提案に結び付ける事を期待したい。 

 

「個人情報保護法」 
「未成年者飲酒禁止法」（販売者責任） 

規制 

小売企業 
経営 

人 

モノ 

金 

従業員 

顧 客 

管理職 

社 員 

パート 

店舗・設備 

商 品 

「改正パートタイム労働法」 
「日雇い派遣法」 

「男女雇用均等法」 
「職場環境調整義務」（民法）パワハラ 

「公益通報者保護法」 
「最低賃金法」 
「改正高年齢者雇用安定法」 

「食品衛生法」 
「ＪＡＳ法」 
「改正薬事法」 

販売・取引 
関連 

「商標法」（ブランド・・） 
「計量法」(風袋・・） 
「リサイクル法」（食品・容器包装・家電）レジ袋 

「景品表示法」 
「不正競争防止法」 
「大規模小売業告示」（派遣社員、リベート） 

「下請法」 
「改正貸金業法」、「改正割賦販売法」 
 

「消防法」 
「健康増進法」（喫煙場所・店頭表示） 

「まちづくり３法」（出店規制） 

「エコ・温暖化対策」（省エネ） 

「みなし管理職」（マック店長判例） 

内部統制 

①新連結決算制度 
②キャッシュフロー主義 
③税効果会計 
④時価主義会計 
⑤退職金・年金給付会計 
⑥資産の減損会計 

新会計基準 
(会計ビッグバン） 

「新会社法」 ２００６年改正 
「日本版ＳＯＸ法」 

グローバル化 

消費者主権 

２８ 
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② 法律の詳細：  ＜寺子屋資料参照の事＞ 

自社カード 
クレジット分割払 

キャッシング 

クレジット一括払 

ポイント 

電子マネー 

今回はお咎めなし？ 

改正貸金業法 
（２００６・１２公布） 

法制化検討中 

国際的会計基準 

個品割賦   
 
 
個別信用供与 改正割賦販売法 

（２００８・６） 

・クレジットカードの「包括支払見込み額（極度額）」の設定 
・極度額を超える契約の禁止 
・会員の年収調査 
・個別割賦購入あっせん業者の登録制 
・加盟店の勧誘調査義務、 
・過量販売・クーリングオフ・既払金返還義務 
・個人信用情報の登録･利用の義務化 
・書面交付義務 

・返済能力の調査義務 （極度） 
・途上与信の義務化 
・総量規制 （年収の３分の１を超える貸付禁止） 
・事前書面交付義務 
・指定信用情報機関の使用義務 
・指定信用情報機関への個人情報の提供義務 
・ 
・電子マネーによるコンビニでの決済は・・・？ 
   出資法・銀行法に抵触？電子決済の根拠付け？ 
   電子マネーとポイントの区分は？ 
・ポイントの換金、現金化・・・・？ 
   擬似貨幣（供託金は・・・？） 
   プリペイドカード法の限界 ・販促費処理から未払い金として負債処理へ・・・ 

注；上場大手信販５社（06年） 
     融資収益・４８７０億円 
     （総営業収益の48.5%） 
 
   上場大手流通系ｶｰﾄﾞ５社（06年） 
     融資収益・３７１３億円 
     （総営業収益の61.6%) 

１兆３８００億円 
（08年予測） 

７０００億円 
（08年予測） 

１０兆円市場――＞７兆円に縮小 
加盟店の逆選別のよる信用調査の形骸化 

③ 改正割賦販売法の構図 

  

 ・個品割賦（正式名称：個別信用購入あっせん）に登録制導入する 
 ・個品割賦事業者に与信契約の書面交付義務を課す 
 ・個品割賦に加盟店調査、適正与信義務を課す 
 ・個品＆特商法にクーリングオフの導入を行う 
 ・特商法･割賦販売法の指定商品・役務制を廃止する 
 ・加盟店の不正勧誘等で与信契約を取り消す 
    （既払い金返還を法律上義務付け、与信業者は無過失責任を負う） 
 ・個人信用情報の利用･登録の義務付けを行う 
 ・自主規制団体を２００９年４月設立 
 ・カード情報の安全管理義務をカード会社に課す 

割賦販売法改正のポイント 法律用語の定義の変更 

割賦販売（自社） 

ローン提携販売 

割賦購入あっせん 
割賦販売（他社） 

指定商品制の廃止 
・２５～５５日のﾏﾝｽﾘｰｸﾘｱ（一括払）は 
 規制の対象外」 
・ボーナス一括、２回払いは規制対象 

旧・個品割賦販売 

個別信用購入あっせん 

旧・総合割賦販売・リボルビング 

包括信用購入あっせん 
（クレジット） 

２９ 
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電子マネー・ポイント決済・ワーキンググループ 

ポイントの 
換金 

ポイントと 
電子マネー 
の変換 

＜電子マネー・コンビニ決済＞ 

銀行固有業務の為替か・・・？ 

銀行免許は不要 

但し利用者保護は 

講ずる必要あり 

銀行しか営業を認 

めない事業とし銀 

行免許取得義務化 

第二銀行法構想 

銀行法より規制の緩やかな業法 

を作り決済サービス事業者を 

金融省の監督下に置く？ 

No Yes 

折衷案 

＜電子マネー・ポイント＞ 

利用者保護は必要か・・・？ 

＜証票型＞ 

供託義務あり 

（未使用残高の５０％） 

＜サーバー型＞ 

供託義務なし 

１００％供託 供託義務化 

社・金融財政事情研究会 浅見 淳氏 

② ポイントの法制化の検討進む・・・・２００８・０７現在 

３０ 

金融業法 
●電子決済を根拠付ける立法 

（出資法･銀行法との調整） 
（プリペイドカード法の再構築） 

●電子マネーとポイントを区別 
 
  

●景品か？値引か？  
（景品表示法･独占禁止法） 
●適切な企業会計    
●税務会計との整合性 

競争政策 
 

 
●個人情報の活用    

（マーケティング活用と保護の両立） 
●資産としての保護   

消費者保護 
 

金 融 庁 

公正取引委員会 経済産業省 

総 務 省 

国土交通省 

３つの視点で進む法整備 

出典：週間ダイヤモンド 
Source:NRI 
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（９） 日本経営のグローバル化「内部統制」と「新会計基準」 

① グローバル・スタンダードの波 

内部統制 

コンプライアンス 
（倫理･社会規範の遵守） 

ＣＳＲ 
（企業の社会的

責任） 

新会社法 
（規律･秩序） 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 
（企業統治） 

日本版ＳＯＸ法 個人情報保護法 

グローバル化する経済
活動 

世界の同一市場化 
世界同時多発 

ワールドコム問題 

プライムローン問題 

エンロン問題 

大和銀行ＮＹ支店問題 

企業活動の透明性 

会計基準の統一 
（コンバージェンス） 

会 計 
ビッグバン 

新会計基準 

リース取引 
（ＢＳへの記載） 

棚卸資産の評価

法 
（低価法） 

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書 
（ＰＬ，ＢＳにプラス） 

ポイントの会計処理 
（負債計上へ） 

退職給付債務 
（将来の負債） 

工事進行基準 

海外での資本調達 

海外企業への投資･貸付 

海外企業との技術提携 

海外企業の合併･買収 

時価主義会計 
（取得から時価） 

エンロン社、ワールドコム社、大和銀行ＮＹ支店等の問題はグローバルな形で多くの課題を提起した。 
不透明な財務内容、経営者の倫理観、金融市場に対する不信、世界同時多発的的に広がった被害等々である。 
企業がグローバルな形で活動し始め、資金･資本も国境の垣根をまたいで活発に動き始め、１国、１企業の問 
題が世界的に影響を及ぼす世界の同一市場が出現していたのである。 
資金･資本のグローバルな動きを保護し、活発にするためには各国で行ってきた企業活動の透明度や会計の基 
準等が統一されるべきとして大きなうねりが発生してきたのである。それが「内部統制」であり。「新会計 
基準」といわれているものの登場である。 
日本の株も海外の投資家に支えられている面もあり、日本の企業もこの２つについて従う事が義務化されている 

３１ 
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① 「内部統制」（Internal Control）の誕生 

  内部統制とは一般に企業などの内部において、違法行為や不正、ミスやエラーなどが行われることなく、組織 

  が健全かつ有効・効率的に運営されるよう各業務で所定の基準や手続きを定め、それに基づいて管理・監視・ 

  保証を行うこと。  そのための一連の仕組みを「内部統制システム」という。 

  従来の内部統制は財務会計分野からの視点でのみ語られ、財務報告の適正性確保を目的とする活動としてとら 

  えられていた。しかし1990年代になると会計統制以外に、コンプライアンスや経営方針・業務ルールの遵守 

  、経営および業務の有効性・効率性の向上、リスクマネジメントなどより広い範囲が対象となり、コーポレー 

  ト・ガバナンスのための機能・役割という側面を強めている。 

  そのきっかけとなったのが、米国トレッドウェイ委員会組織委員会（COSO）が1992～94年に公表した報 

  告書である「Internal Control - Integrated Framework（内部統制－統合的枠組み：俗にCOSOレポート 

  という）」で、この中で新しい内部統制のフレームワーク（COSOフレームワーク）が提唱された。 

   

② 内部統制とは・・・・？ 

② 「内部統制」とは？ 
  「内部統制｣とは、“企業の不祥事の発生を防止し、企業価値を高めるために、経営者が社内をコントロール 
   する仕組み“の事である。その目的としては下記４項目が挙げられる。 
 
        ①「業務の有効性及び効率性」 
            事業活動の目的の達成のため、業務の有効性および効率性を高める事 
        ②「財務報告の信頼性」 
            財務諸表および財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を確保する事 
        ③「事業活動に関る法令等の遵守（コンプライアンス）」 
            事業活動に関る法例その他の規範の遵守を促進する事 
        ④「資産の保全」 
            資産の取得、使用および処分が正当な手続きおよび承認の元に行われるよう試算の保全を図る 
 
  更に内部統制は下記６つの基本的要素（内部統制の有効性の判断基準）から成り立っている。 

①「統制環境」 
  組織の気風を決定し、組織内の全ての者の統制に対する意識に影響を 
  与えると共に、他の基本的要素の基礎となるもの。 
    （誠実性・倫理観・経営方針・経営戦略・権限及び職責等） 
②「リスクの評価と対応」 
  組織の目標の達成に影響を与える全てのリスクを識別、分析及び評価 
  する事によって当該リスクへの対応を行う一連のプロセス。 
    （回避・需要・低減・移転・等） 
③「統制活動」 
  経営者の命令及び指示が適切に実行される事を確保するために、定め 
  られた方針及び手続き。 
    （権限及び職責の付与、職務の分掌とうの広範な方針手続） 
④「情報と伝達」 
  必要な情報が組織や社内外の利害関係者相互間に適切に伝えられる事 
  を確保する事。 
    （情報伝達によって他の基本要素がサポートされる） 
⑤「監視活動（モニタリング）」 
  内部統制の有効性を継続的に監視及び評価するプロセス 
⑥「ＩＴへの対応」 
  内部統制の他の基本的要素が有効且つ効率的に機能するために業務に 
  組み込まれている一連のＩＴを活用する事。 ＣＯＳＯ（米国）のﾌﾚｰﾑﾜｰｸの日本版 

（Committee of Sponsoring Organization 
   of Treadway Commission) 
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③ わが国の企業の不祥事分析とその要因 
  日本の企業の不祥事の多くは、不適切な子会社管理、マニュアルの形骸化、管理者層の担当者層への統制の不 
  備、ITに関するブラックボックス化及び統制不備、安全・倫理行動を優先しない姿勢、度を超した利潤追求姿 
  勢等々の原因が指摘されている。「私は知らなかった・・」といったトップの姿勢は同情ではなく、逆に経営 
  の怠慢として世間、株主から厳しい指弾を受けるようになった。下記はその要因の一覧である。 
   

①コーポレート・ガバナンス（企業統治）における問題 
        ・良好な組織風土の崩壊 
        ・企業経営者のリスクの意識の欠如に対する取締役会の監督不備 
        ・企業経営者の専門性不足に対する  〃 
        ・監査役・外部監査（会計監査人）の独立性欠如等に起因する監視・検証の不備 

②内部環境に関する問題 
    ＊行動規範に関する問題 
        ・法令順守等に係わる社風形態・行動規範の未確立 
        ・目標達成圧力に起因する違法行為 

    ＊職務権限に関する問題 
        ・職務権限の範囲が不明瞭 
        ・スタープレーヤーへの過度な依存 

③リスクの認識・評価に関する問題 
       
④リスクへの対応に関する問題 
       ・不適切な子会社管理 
       ・安全・倫理行動を優先しない姿勢 

⑤情報伝達における問題 
 
⑥統制活動に関する問題 
       ・マニュアル運用の形骸化 
       ・管理者層の担当者層への統制の不満 
       ・ＩＴに関する統制の不満 

⑦監視活動に関する問題 
   
       

出典：経済産業省2005･7･13 
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ及びﾘｽｸ管理・内部統制に関する開示･評価の 
枠組みについて：機構及び開示のための指針（案） 

法  律 法的範疇 対   象 ｽﾃｰｸｽﾎﾙﾀﾞｰ 

新会社法 商法・商法特例法･他 
（法務省） 

グループ企業を含む 
組織内部 

お客様・地域社会 
株主・従業員・取引先 

日本版SOX法 証券取引法 
（金融庁） 

財務報告 主に株主 

③内部統制と日本版SOX法の関係 

３３ 
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③ 「新会社法」と「日本版SOX法」の内部統制とは？ 

① 「新会社法」の内部統制とは・・・？ 
  「商法」制定から約１００年の年月を経過し、現代の経営環境に合わせ「新会社法」が２００６年５月から施 
   行された。その法律の特徴の主なものとしては 
       ①条文がカタカナからひらがな表記になった （明治時代はカタカナ？） 
       ②起業が簡単になる  （資本金は１円でも可。従来は株式会社１０００万円、有限会社３００万円） 
       ③Ｍ＆Ａ（企業の合併･吸収）が柔軟になる 
       ④合同会社、ＬＬＰ、会計参与の新設  有限会社の廃止（非強制） 
  が上げられる。 
  このようにグローバルな動きに合わせて、起業やＭ＆Ａ等、簡単な手続きで行える事によって経済の活性化を 
  目指した一方で、起業の決算書の信頼性を担保するために、取締役や執行役員の責務が厳密に定義され、特に 
  資本金５億円以上、負債総額２００億円以上の株式会社に対しては、内部統制の仕組みを方針に基づいて構築 
  するように義務付けたものである。その内容としては 
     ①取締役が職務を行う上での情報の保存と管理 
     ②損失を予防するための規定 
     ③取締役の執行が効率的に行われる事を確保する体制 
     ④使用人の職務の執行が法令および定款に適合している事を確保する体制 
          （＝狭義のコンプライアンス体制） 
     ⑤当会社とその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する体制 
          （＝グループ・ガバナンス＜統治＞体制） 
  があり、社会に対する企業経営の「透明性」と「説明責任」を明確にすることが求められているのである。 
   
  この法律の制定の発端は１９９５年に発覚した大和銀行NY支店の巨額損失事件や２００２年の神戸製鋼所・総 
  会屋不当利益供与事件であり、前者は取締役１１人の監督責任を追及しての株主代表訴訟で８３０億円の賠償 
  責任が大阪地方裁判所で認められたにある。この裁判で大阪地裁は経営者の責任の一端として“健全なる内部 
  統制システム”が構築されているべきとし、経営者として「知らなかった」では責任を免れないとしたのであ 
  る。要は企業内部で事件・事故や不祥事が発生し、お客様や取引先、株主などのステークスホルダー（利害関 
  係者）に迷惑をかける事のないよう，キチンとした組織内統治（ガバナンス）を行い、会社としてのリスクを 
  減らし、効率的な経営を目指しなさいというものである。 
   

３４ 

比較項目 旧･株式会社 新･株式会社 合同会社 
（ＬＬＣ） ＬＬＰ 個人事業 

目  的 大企業向け 中小～大企業向け 共同事業 
専門家集団 

共同事業 
専門家集団 小規模事業 

形  態 法 人 法 人 法 人 組 合 個 人 

責  任 有 限 有 限 有 限 有 限 無 限 

内部組織 
株主総会 
取締役会 
監査役 

株主総会 
取締役 自 由 自 由 自 由 

株式会社への変更 ― ― ○ 構成員課税 所得税 
毎年最低限支払わ 
なければならない 

税金 

７万円 
（法人への都道府県 
民税･市町村税） 

― ― 
７万円 

（法人への都道府県 
民税･市町村税） 

７万円 
（法人への都道府県 
民税･市町村税） 

設立費用 約２７万円 
（＋資本金１０００万円） 約２７万円～ １０万円～ ６万円～ ― 

*ＬＬＰ：（ﾘﾐｯﾃﾄﾞ･ﾗｲｱﾋﾞﾘﾃｨ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ） 
   ＝有限責任事業組合。出資者（ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）たちの協力によって成立し、出資者が経営にタッチ。 
     税金は組織に対してかからず、出資者のみにかかる。（投資事業組合？） 

株式会社・ＬＬＣ・ＬＬＰ･個人事業の違い 

*設立費用： 
   ＝定款に貼る印紙税･公証人の認証手数料･登録免許税･払込金保証証明書の金額（2005･12現在） 
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② 「日本版SOX法」の内部統制とは・・・？ 

  ２００５年１２月に金融庁企業会計審議会は「財務報告に係わる内部統制の評価および監査の基準のあり方に 
  ついて」と題した文書をホームページ上に公開した。通称「日本版SOX法」の土台となったものであり、具体 
  的には「証券取引法」に盛り込まれて２００８年年度決算から上場企業は財務報告に関する内部統制が整備で 
  着ていることを「証拠」を持って宣誓する事が義務付けられたのである。 
  その最大の目的は株式公開会社の「財務報告の信頼性を確保する」にあり、具体的には上場企業の経営者に「 
  内部統制」が有効に機能しているかを評価する事を義務付け、その評価が適正か否かを、その企業の財務諸表 
  の監査を行っている公認会計士が監査するという仕組みである。前述した｢内部統制」に比べてステークスホル 
  ダーは株主中心となる。要は内部統制が連結を含む全社的に機能しているかどうか評価し、そこでの検証に基 
  づいて、財務諸表に関する重大な虚偽表示につながるリスクに着目し、業務プロセスに関する内部統制をチェ 
  ックしていくトップダウン型のリスク管理のアプローチがとられるのである。 
  さもないと株主の厳しいチェックにさらされる事になる。 
 
  「ＳＯＸ法」の誕生は米国で２００２年７月である。その発端はエンロンやワールドコムの不正経理事件や大和 
  銀行ニューヨーク支店の不正売買の隠ぺい工作等、企業の活動の実態や財務報告の内容の不透明性から株式市 
  場の混乱を招いた事が発端となった。（Sarbanes-Oxley Act：米国企業改革法） 
  企業に財務情報の“透明性”と“正確性”を厳しく求めるものであり、会計処理上の不正や粉飾、ミスを防ぐ 
  仕組みとして「内部統制」の整備・維持・運営が厳しく義務付けられ、これに違反した企業の経営幹部には罰 
  金と禁固刑が科せられるものである。 
  日本においても２００４年の西武鉄道の「名義株」事件や、翌年のメディア・リンクスの｢架空売上計上」事件 
  が金融庁を動かしたとされる。このように日米両国の証券取引上の不適切な事件が相次ぎ、資本主義体制の危 
  機と認識され、ディスクロージャーの信頼性確保のため、内部統制を充実させる事の重要性が高まったのである。 
 
   

３５ 

③ 「SOX法」とＩＴの係わり合いとは・・・？ 
  「内部統制」とは企業が経営戦略や事業目的を企業組織として達成していくための仕組みをさす言葉である。 
  業務を適正、且つ効率的に遂行するために構築されるプロセス全般が対象となってくる。そのため、企業の 
  経営戦略や事業展開には当然の事ながら情報システムが表裏一体化された形で組み込まれ、ＰＣやＷｅｂに 
  代表されるＩＴが企業のインフラとして業務処理と一体化している現状においては、内部統制とＩＴシステ 
  ムとは切り離せないものとなってきているのである。即ちＰＯＳの電子ジャーナルに見られるように電子文 
  書の格納や保存の方針、情報へのアクセス管理などを明確に文書化し、それが規定どおり行われている事を 
  監査によって証明しなければならないのである。 
  過去のコンピュータの仕組みに多くあったブラック・ボックスを脱皮して必要なコントロールを見直し、 
  透明度の高い、説明責任の果たせるレベルが求められている。具体的には前述の通り企業戦略の推進に向け 
  て組織レベル、プロセスレベル、ＩＴ統制の３つにおいてそれぞれ密接に計画策定をし、構築し、実施してい 
  く事が求められているのである。 
  因みに米国の「ＳＯＸ法」では全ての株式公開企業に対して、電子メールを含めた監査プロセスを示す全て 
  の記録を７年間保存するように義務付けているのである。不正取引や犯罪が発生した場合、当局が証拠とし 
  て確実に差し押さえられる事が目的とされ、違反した場合には億単位の罰金が科せられる。 
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①「会計ビッグバン」の始まりは？ 
  グローバル化による企業の活動は海外への工場や店舗の進出、海外子会社の設立、海外企業との合併・買収・ 
  海外証券取引所への上場等珍しい事ではなくなってきた。それに伴い、言語・商慣習・通貨の違いを克服しな 
  ければならないがそれと同様に克服しなければならない重要な問題として浮上したのが「新会計基準」である。 
  過去、企業活動が複数の国にまたがる場合には、それぞれの国の独自の会計基準に沿った財務諸表の作成が求 
  められたのである。会計基準の不統一の不都合は業績比較を行う場合にも二重三重もの苦労が伴い、グローバ 
  ル・スタンダードとして国際会計基準（International Accounting Standards）が求められ、１９９８年に主 
  要部分の規定が出揃ったのである。先進国の中で最も国際会計基準との相違点が多いのが日本の会計基準であ 
  り、日本もそれに合わせていくべきだと言う機運が高まり、１９９９年から会計基準の改正作業がおこなわれ 
  てきたのである。更にそれに併せ、企業分割や株式交換等の制度改革が加わり、いわゆる「会計ビッグバン」 
  が始まったのである。 
  従来の日本基準では黒字経営の健康体と診断されても、国際基準から見れば赤字経営の問題企業と診断される 
  インパクトを持つものであり、日本の企業・会計事務所等もその対応に追われ始めている。 
   
  

３６ 

③ 「新会計基準」：通称会計ビッグバン 
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②「会計ビッグバン」のインパクト 
  「会計ビッグバン」の主な改正項目は６つになる。 
      ①新連結決算制度 
      ②キャッシュ・フロー主義 
      ③税効果会計 
      ④時価主義会計 
      ⑤退職金・年金給付会計 
      ⑥資産の減損会計 
   従来日本で行われてきた含み益経営、子会社間との在庫・売上操作、株等の含み損の飛ばし等の不透明な経営 
   ・会計システムが否定されるのである。退職金・年金給付金積立も将来への負債として不足の一括償却や、有 
   価証券の時価評価、ポイントカードの累積残高の隠れ債務から未払い費用への移行等、特別損失で一気に処理 
   する企業が出始めているのである。更に２００７年度２月期から強制適用される「資産の減損会計」は、株や 
   有価証券の時価評価同様に土地や建築物である固定資産にも適用しようとするものであり、土地や店舗を多く 
   持つ小売業にとっては非常にインパクトの大きいものとなる。 
   特に地方の既存店舗においては、郊外への大型商業施設の攻勢で土地、店舗の評価額が大きく落ち込んできて 
   おり、決算数字の悪化のみならず、金融機関での融資の担保価値をも大きく損なう事が考えられる。 
   決算数字は黒字だがキャッシュ（現金）がないという経営も許されなくなってくるのである。 
   小売業界でも海外に店舗を展開したり、社債・株式を発行してきた大手企業は「会計ビッグバン」を前倒で対 
   応してきているが、これからの本番を迎え、企業買収や合併等の再編の引き金となる可能性が高いのである。   

決 算 書 

損益計算書（Ｐ/Ｌ） 

●年間の利益・損失 

貸借対照表（ＢＳ） 

●決算日時点での資産・負債 

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書（ＣＦ） 

●年間での手持資金の増減 

営業活動によるＣＦ 

投資活動によるＣＦ 

財務活動によるＣＦ 

２０００年からの新会計基準では「キャッシュフロー計算書」が必須に！ 

３７ 

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書 
・過去、日本における会計基準では「現金主義」が中心的であった。 
 しかしながら貨幣決済中心のビジネスから信用決済への移行によって実情に合わなくなってきた。 
 そこで国際的な会計基準である「発生主義｣に移行したのであるが、ビジネスの発生（売上計上）と現金化と 
 の間に時間的ずれが生じ、経営実態が不透明になりやすく、それを解決するために「キャッシュフロー計算書」 
 の提出が必須 となってきたのである。 
・これからの日本では決算は黒字、現金はカラッポで突然死を迎える企業はなくなる？のかもしれない。 

【ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書の区分】 

 ①営業活動によるキャッシュフロー 

   財貨の販売及び焼くムの提供による収入，ﾛｲﾔﾘﾃｨ、報酬、手数料及びその他の収入 

   仕入、人件費、法人税等の支出 

 ②投資活動によるキャッシュフロー 

   有形･無形固定資産の取得・売却，他の企業の株式の取得・売却、貸付金及びその返済等 

 ③財務活動によるキャッシュフロー 

   株式発行、 発行済み株式の買い戻し、社債発行、手形借入、抵当権付借入 
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③ 具体的なインパクトとは・・・？ 

時価会計主義 
（発生主義） 

低価法 
棚卸資産の評価方法： 
  （保有時点での評価） 

工事進行基準 
工事完成基準（実現･現金主義）から工事進行基準（発生主義） 
  （工事収益総額･工事原価総額･決算日における進捗度） 
  （Progress Billing) 

改訂日本基準 
有価証券、債権の時価評価： 
  （売買目的の有価証券：流動資産） 
  （一般債権、貸倒懸念債権、破算更正債権等） 

税効果会計 
納税額方式から税効果会計へ： 
  （会計上の法人税等を発生主義で認識：繰延税金資産） 

資産の減損会計 
事業用の固定資産の減損処理： 
  （土地等の価格の下落は損失計上・担保価値の下落・企業資産の放出） 

退職給付債務 
退職給付に係る会計基準： 
  （予測給付債務、累積給付債務、確定給付債務） 

ポイントの会計処理 
発生時点で売上と分離して負債に計上 
  （ポイント引当金・未払い費用） 
 

リース会計基準 
リース資産を固定資産計上・ 
  （減価償却の発生：リース期間定額法） 
   

オフバランス表示 
（BSへの債務） 

３８ 

●ポイントの処理は・・？ 
  例えば店頭で１０００円の商品が販売された場合１％ポイント還元の場合、売上高は９９０円、 
  ポイント引当金１０円のように分離して計上しなければならない。（発生主義） 
  過去、引当金に関しては各企業単位で任意にやってきたが、今後は厳格に適用される事になろう。 
  ポイント５倍、１０倍などの乱発は、即財務諸表を痛める行為となる。 

●リースは・・・？ 
  過去、リース料については単年度の経費処理で処理する事ができた。 
  今後はリース料金総額が負債として明確化され、買取同様の減価償却処理が求められる。 
  従ってリースは簡単に使えなくなり、我々のビジネスにも影響が出てくるであろう 
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② 「個人情報保護法」の内部統制とは？ 

① 「個人情報保護法」の施行 
  ２００５年４月１日より「個人情報保護法」が全面的に施行された。法律の条文自体があいまいな部分が多々 
  あり、具体的対応に苦慮していたが、小売業界でも百貨店協会やチェーンストア協会等を中心に具体的なガイ 
  ドラインが作成され、最低限実施すべき情報漏洩対策が明確になってきたのである。 
  小売業界ではポイントカード、FSP、自社クレジット、通販、外商等の顧客情報が一つの生命線でもあり、法 
  律の遵守に当たっては個々の企業の事情に合わせて独自にコンプライアンス・プログラムの設定と、継続的改 
  善を求められてきたのである。 

１．収集制限の原則 

２．データ内容の原則 

３．目的明確化の原則 

４．利用制限の原則 

５．安全保護の原則 

６．公開の原則 

７．個人参加の原則 

８．責任の原則 

・無制限な収集はしてはいけない。・情報提供者の同意を得て収集すること 

・個人情報は正確・完全で最新の状態を維持すること 

・情報収集の目的は明らかにしておかなければならない 

・収集目的に合わない情報の利用をしてはらない 

・個人情報は不正なアクセスや破壊、改ざん、紛失、開示等から守られなければならない    

・個人情報の運営に関する政策は公開され、取り扱い責任者を対外的に明らかにする 

・自分の個人情報を修正したり削除したり訂正したりする権利を持っているのは自分である 

・個人情報取り扱いの責任者は、以上の項目について責任をもつこと 

 「個人情報保護」に関するＯＥＣＤ８原則とは？ 

② 「個人情報保護法」の精神 
  個人情報保護法が施行される前までの日本におけるプライバシーの扱いは非情にお粗末であったといっても良 
  い。小売業界においても、カード会員の申込書もインプットが終わった段階で他のごみと同様に燃えるごみの 
  日に出していたという逸話さえも残るほどである。グローバル化の波は個人情報がビジネスの重要なキーとな 
  る事を気づかせ、オレオレ詐欺や迷惑電話、メール、ニセ請求書が世の中で横行し、事件として報じられるに 
  つれて法律になじまないとされてきたプライバシー問題についても欧米のように法的整備をしなければならな 
  くなってきたのである。 
  法律として事細かに規定してビジネスの活動を縛るものではなく、業界や企業ごとに異なる事情を勘案し、細 
  部の規定はまかせ、大枠の法の精神・原則を前面に押し出したのである。 

  
情報の種類 具体的な情報の例 

①属性情報 
私的情報 

公的情報 

氏名、自宅住所、自宅電話番号、家族構成、趣味、嗜好、能力、学歴、職歴 
特技、財産、財務情報（預貯金･ｸﾚｼﾞｯﾄ・借金債務・返済・株取引）、写真 
日常行動、個人ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ，ビデオ映像，個人の行動様式、趣味嗜好傾向分析 

会社名、会社住所、会社電話番号、所属、給与情報、会社から付与された 
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ、同携帯電話番号 

②機微（ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ）情報 
思想，信条、宗教、人種、民族、門地、本籍地、身体データ，病歴、犯罪暦 
団体交渉暦、集団的示威行動への参加記録、政治的権利の行使記録、 
保険医療、性生活に関する情報等 

③管理情報 
名刺情報、取引先社内電話帳、外注先担当者リスト、業界団体・学科名簿 
社内電話帳、座席表，入出門記録社員リスト、同窓会名簿 
セミナー等参加者名簿 

④グレーな個人情報 名刺、アンケート回収用紙、システム／ソフト（個人名が入ったもの） 
年賀状、メーリングリスト、同窓会名簿、断片的なﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾃｰﾌﾞﾙ，映像、写真 

 

③ 「個人情報」の種類 
企業が保護すべき個人情報は「属性情報」、「機微（ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ）情報」「管理情報」「グレーな個人情報」に分類 

される。電話帳やカーナビ，市販の住宅地図，会社情 報等、個人情報保護法では保護の対象外となっている。 

出典：ITプロフェッショナル 

３９ 
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●「個人情報の保護」に関する法律を遵守すること 
●「個人情報の安全管理措置に関すること」 
●コンプライアンス・プログラムの継続的改善に関すること        

●「個人情報の取扱いに関すること」 

    ① 取得する個人情報の明確化とその利用目的 

    ② 本人の同意なく第三者提供する場合はその内容 

    ③ 保有個人データに関すること  

        保有個人データの内容と利用目的、開示手続き、通知・開示の費用、 

    ④ 個人情報開示の手続きに関すること、問合せ及び苦情の受付窓口 

＜義務付けられている事＞ 

＜公表することが望ましいとされている事＞ 

③ 「個人情報取扱い事業者」としての責務 
  「個人情報保護法」では個人情報保護のために下記の義務が課せられている。 
   法令施行以降、各社のホームページのポータル画面には必ず「当社のプライバシーポリシー」が掲げられ、 
   クレジットやポイントカードの申込書にも必ず利用目的、範囲等記載されるようになってきた。 

④ プライバシーマークについて 
  個人情報の取扱いに関し、適切な保護措置を講ずる体制を整備している会社に対して、その旨を示すマーク 
  を付与する制度です。個人情報を適切に保護していると広く社会にアピールできることになります。 
  認定機関としては、付与機関として経済産業省の外郭団体であるＪＩＰＤＥＣ：（財）日本情報処理開発協 
  会、付与指定機関としてはＪＭＲＡ：（社）日本ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｻｰﾁ協会等があります。取得のためにはＪＩＳ 
  に準拠したコンプライアンス・プログラム（ＣＰ）を定め、それに基づき、個人情報の適切な取扱いが実施 
  され、体制が整備されている事が条件となります。 仮に認定後、消費者からクレームがあった場合には監 
  督官庁に対して報告書の提出が求められ、実態調査、改善勧告、改善要求が出され、それに従わない場合に 
  は認定が取り消される。又、有効期限は２年で、更新の都度コンプライアンス状況がチェックされ、遵守さ 
  れていないと取り消されるケースも発生する。 

４０ 



第４章：「日本流通業の経営環境の変化」：流通業界を取り巻く１０の要素 

Page Copy Right Shijuku Terakoya 2013・08 

（10） マーケティング戦略の確立 

① 過去からマーケティング戦略に無関心だった？ 小売業界 

かって小売業界の多くのトップは「マーケティングはメーカーがやるもので小売業がやるものではない」と 
いうのが通説であり、事実多くの小売企業には販売促進や店舗開発の組織はあっても、企業のマーケティン

グ戦略の立案･推進のための組織はなく、マーケターといわれるスタッフも皆無に近かった。 
８０年代までのマス･マーケティングの時代には基本的にモノ不足の時代であり、不特定多数の消費者を相

手に「作れば売れた！」、「並べれば売れた！」で単純に規模の拡大を追い求めればよかったのである。 
しかしながら９０年代に入り、慢性的過剰生産、オーバーストア、同質化競争は必然的に消費購買に多くの 
選択肢を与えることなり、マーケット形成の主導権は供給側から購入する側にシフトしてしまったのである。 
従来のConsumer（消費する人）がCustomer（特別なニーズを持つ人＝顧客）に変化し、ライフスタイルの変化に

よって「１０人１色」から「１０人１０色」そして「１人１０色」と言われる時代に突入しているのである。 
商品、店舗、情報があり溢れる時代の中では消費者は自らのニーズを特定することも困難になり、潜在化し 
てしまう。このような消費者の潜在化するニーズを顕在化（＝気づかせる）させる事に成功し、自社の顧客

として囲い込めた企業のみが生き残りのチケットを手に入れる事が許される。 
消費者・顧客との接点に位置する流通業こそが最も重視しなければならないのが顧客をベースとしたマーケ

ティング戦略の立案と遂行であろう。 
 

４１ 

過  去 

Finance Management 

企 業 中 心 
仕入／販売・製品の差別化 

同質化欲求 異質化欲求 

マス・マーケティング 
（顔の見えない不特定多数・大衆） 

マーケットシェア 

供 給 側 
（メーカー/川上・川中・川下） 

マネジメント・スタイル 

特  徴 

マーケットニーズ 

マーケティング 

マーケティングの特徴 

マーケット形成の主導権 

購買リスク（不満足） 消 費 者 
（泣き寝入り） 

現  在 

Customer Driven Management 

顧 客 中 心 
顧客満足・問題解決・提案 

個性欲求 付加価値欲求 

ワン・to・ワン・マーケティング 
（顔のみえる個々人） 

 

カストマーシェア  

 

顧   客 
（店･商品等の自由な選択） 

供 給 側 
（クレーム・満足度保証） 

 
出典：NCR寺子屋 

米国産業界のマーケティングの新しい潮流 

Consumer=Consume(消費）する人。Customer=CustomなNeedsを有する人 

② 現代のマーケティング戦略の重要性とは・・・・？ 

ピーター・ドラッカー博士は現代の経営の肝について下記のように語った。 
    「事業とはイノベーション（革新）とマーケティングによる顧客の創造である」 
    「マーケティングのみが企業の成長を司る機能であり、 
        その他の機能はマーケティングを支える補助的機能でしかない」 
 企業の繁栄は技術力や企業規模や投資の能力で決まるのではなく、マーケティング能力で決まるという。 
 例えば任天堂のDSは昨年２３００万台も売れ、ライバルのSONY・PSPは１０００万台であった。 
 DSを単なるゲーム機ではなく、家族みんなでスポーツ、漢字検定、ダイエット、料理等ライフスタイル 
 提案をするといったマーケティング戦略の巧みさがこの数値の開きとなったのであろう。 
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ポジショニング戦略・・消費者対象の「４Ｐ」（ｼﾞｪﾛｰﾑ・ﾏｯｶｰｼｰ） 

Ｐｒｏｄｕｃｔ   

Ｐｌａｃｅ     

Ｐｒｉｃｅ     

Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ 

商 品 

  販 路   

   価 格    

販売促進 

４ Ｐ 機 能・役 割 

・商品政策・品揃え・売場展開・調達 
  （種類･品質・ブランド・パッケージ・サイズ･保証・サービス･他） 

・販売・物流チャネルの決定  
  （流通チャネル･販路･物流･流通範囲･立地･在庫･配送･小売・他）   
・価格政策  
  （建値・メーカー希望価格・標準（通常）価格・リベート・他）   
・販促戦略  
  （広告宣伝･広報･ｾｰﾙｽﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ･営業・他） 

ターゲットの絞込み・・顧客対象の「ＳＴＰ」 

ＳＴＰ 

Ｓｅｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ 

Ｔａｒｇｅｔｉｎｇ    

Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ  

機 能・役 割 

・特別なニーズを持った消費者（＝顧客）の区分、 
 グルーピング 

・対象顧客の絞込み   

・競合他社との差別化、有利な立場 
・消費者の頭の中に商品・サービスの的確なイメージ 
 を築き上げる事： （＝ブランド戦略） 

区分 
分類 
対象 

  標的   
態勢 

  位置   

 Customer Value  

 Customer Cost   

 Communication   

Convenience    

顧客価値 

  顧客コスト   

   ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ    

利便性 

４ Ｃ 機 能・役 割 

・顧客の売上・利益に対する貢献度 RFM分析 

（上位顧客で売上･利益の大部分を占める＜８０：２０＞） 

・顧客の獲得・維持・育成の投資費用 

・顧客の購買費用   

・顧客とのコミュニケーション 

 （販売員、チラシ、DM、携帯、インターネット、電話、他）  

・立地、営業時間、駐車場、配送、御用聞き、インターネット 

 支払（決済）手段、 

ワンtoワン・マーケティング戦略・・顧客対象の「４Ｃ」 （R・ラウターボーン） 

Ｐｒｏｄｕｃｔ 
商品･製品 

Ｐｒｉｃｅ 
価 格 

Ｐｌａｃｅ 
流通経路 

Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ 
販売促進 

Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｖａｌｕｅ 
顧客にとっての価値 

Ｃｏｓｔ 
顧客の負担･支払 

Ｃｏｎｖｅｎｉｅｎｃｅ 
入手の利便性･容易性 

Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・情報 

買い手の立場 売り手の立場 

③ マーケティング戦略の基本 

マーケティング戦略の基本は誰に対して、何を、どのように販売していくか・・・？のプロセス構築である。 
過去、不特定多数の顔の見えない「消費者」に対して、先ず商品ありきでやってきたマス・マーケティング 
の手法を脱皮し、特定のニーズを持つ「顧客」をベースとしたワンtoワン・マーケティングを志向した手法 
を行わなければならない。顧客ターゲットの明確化からｽﾀｰとさせなければならない。 
 

４２ 
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④ 小売業のマーケティング戦略のイメージ 

低迷する百貨店・GMSの衣料品を尻目にユニクロのみが売上を伸ばし、「一人勝ち」の状態である。 
不景気を理由に出来ない状況である。その最大の原因はマーケティング戦略の格差によろう。 
ユニクロの創業者・柳井社長はピーター・ドラッカー博士の信奉者であり座右の書・バイブルとして『現代 
の経営』を上げ、最も重要な理念として“顧客の創造”、即ち顧客の要望に応えて顧客を創造する経営を 
目指していると言われる。 
 
 

市場調査 
商品政策 製品企画 製品製造 在 庫 発注 

仕入 品揃計画 販 売 発注・調達 
在庫 

展示会 
（数入れ） 

受注 
納品 

川 上 川 中 百貨店 

アパレルメーカーのマーケティング領域 
（消化・条件付買取仕入・派遣店員） 

百貨店の選別マーチャンダイジング（マーケティング戦略の不在） 

市場調査 
顧客ﾀｰｹﾞｯﾄ 
商品政策 

販売計画 
製品企画 
生産計画 
流通計画 

製品製造 
（委託） 配布・補充・在庫 販 売 

広告･販売促進計画 
価格政策 

店舗別品揃え計画 

物流・在庫 
（委託） 

ユニクロの調達マーチャンダイジング（自社のマーケティング戦略） 

ユニクロがコントロール 

ブライダルクラブ 
ペットクラブ 

キッズクラブ ベビークラブ 

サブクラブの設置 売場・品揃えの改善 情報の提供・提案 特典･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ 

ワインクラブ 

オーガニッククラブ 

ＲＦＭ分析 
 
＊最新来店日 
＊来店頻度 
＊買上金額 
 

ﾛｲﾔﾙﾃｨ・ｷｭｰﾌﾞ 
（ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ） 

 
＊総購入金額 
＊世帯構成 
＊店舗／部門／商品種類 
＊単品／メーカー／ブランド 
＊居住地域／年代／家族構成 
＊ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ反応率／特典利用率 
＊職業／年収／他 
 

 
＊健康／安全志向 
＊オシャレ志向／趣味志向 
＊快適生活志向／便利志向 
＊スポーツ志向／旅行志向 
＊ペット愛好家／園芸愛好家 
＊料理作り／菓子作り 
＊愛飲家／愛煙家 
＊共稼ぎ／他 
 

 
＊出産／育児 
＊入園／入学／卒業／就職 
＊婚約／結婚 
＊季節行事 
  ﾊﾞﾚﾝﾀｲﾝﾃﾞｲ、子供の日、他 
＊地域行事（運動会・遠足・他） 
＊誕生日／パーティ 
 

定性・属性 

ライフシーン 
（ステージ） 

ライフスタイル 

⑤ 顧客理解のための分類（セグメンテーション）の領域は？ 
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71.1% 
 

⑥ これからのマーケットのトレンド・・・・・・３つの潮流 

前項でも述べたとおり小売業は別名「時流適応業」であり、世の中の人々の価値観や購買行動の変化等に対

していち早く察知して対応するための施策を打っていかなければならない。 
「マーケティングは顧客の現実、欲求、価値から始まる」（ピーター・ドラッカー） 
の言葉にあるように価値観はその人の置かれた過去･現在･未来の状況によって決められ、その価値観がその 
人の生き様・ライフスタイルを形成し、更には購買行動に表出するのである。 
小売業の店舗、売場、品揃え、サービス等の戦略はこれらトレンドを先取りする形で行わなければならない 
 

出典・参考：販売革新２００９・２ 

マ
ー
ケ
ッ
ト
ト
レ
ン
ド
と
市
場
の
変
化 

消
費
キ
ー
ワ
ー
ド 

少子高齢化社会 
・急速な少子高齢社会の到来に伴う 
 消費構造の変化 
・シニアマーケットの出現 

 
「大人化」市場 

子供･若者中心の文化から 
大人（シニア）中心へ・・ 

  
超成熟消費社会 

世界一の選択眼を有する 
消費者の出現 

  
マス・ターゲットの変化 
４０代後半から６０代前半 
が最大の市場シェア 

 
大人＆高齢市場 
（旅行･健康･美・癒し） 
文化・ホビー･教養娯楽･知育･食育 
エンターテイメント（時間消費） 
本物志向･都心回帰･ｱﾝﾁｴｲｼﾞﾝｸﾞ 
コト・ココロ消費・自己実現型消費 

自由競争／格差社会 
・市場経済のグローバル化 
・国民の所得の二極化 
・労働人口の減少 

 
「消費起点」市場 

カスタマー・ドリブン市場 
顧客ニーズの先鋭化 

  
「二極化」市場 

一億総中流マーケットの融解 
二極化 

  
顧客囲い込み 

ロイヤル・カスタマーの 
創造･維持･拡大 

 
２４時間市場等のボーダレス市場化 
マネー、タイムセービング消費 
「自分仕様」型消費 
ＦＳＰの見直しと拡大 

資源･環境重視型社会 
・資源･地球環境保護･自然志向等の 
 価値観が政治･経済活動に影響 
 

 
「ＬＯＨＡＳ」市場 

ＬＯＨＡＳ志向ライフスタイル 
消費と市場の形成 

  
「Ｒｅｰ」消費の拡大 

エコロジー、リサイクル・リフォーム 
リユース、リペア市場 

  
「ヒューマン」市場 

高度情報社会の進展の反対 
側・ＳＮＳ・クラブ・交流会 

 

ＬＯＨＡＳ・エコロジカル・サスティナ 
ビリティ・スローフード・コミュニティ 
対面販売・ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟ 
なじみの店つくり 

日常生活と購買行動のエコ度 
（Ｎ=５０００人・２００７年調査） 

時々 
意識する 

何時も 
意識する 

殆ど意識 
していない 

余り意識 
していない 

時々 
意識する 

何時も 
意識する 

殆ど意識 
していない 

余り意識 
していない 

AB型 （Active ＆ Buy) 
日常生活で環境を意識して行動 

環境を配慮してモノを買う 

A型 （Active) 
日常生活で環境を意識して行動 

11.6% 

3.1% 
13.7% 

O型 （Ordinary) 
日常生活も購買行動も 
余り意識しない普通派 

 

B型 （Buy) 
環境を配慮してモノを買う 

 
出典：日経MJトレンド情報源２００９ 
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 「顧客起点」のコラボレーション：   商品開発・商品補充・共同販促・品揃え・価格 

  “CRM”と“SCM”のシームレスな仕組 

顧客起点 
再構築 

【B】 【C】 【B】 

Consumer 
（消費者） 

取引関係 
（対立・駆引き） 

マス・マーケティング 

販 促 

販 売 選別MD 
商品中心 
低価格志向 

Customer 
（個客・顧客） 

取組関係 
（協創・協力） 

Card 
顧客DB 

販 促 

販 売 

特 典 

オムニ 
チャネル 

【B】 【B】 【C】 

調達MD 
顧客中心 
店舗・品揃え 
商品開発 
    プロモーション 

ロイヤル・カスタマー ヘビー・ユーザー、HVHH 

SCM CRM シームレスに！ 

http://www.google.com/imgres?imgurl=http://image.pixta.jp/graphic/blog/38/8c040772dafe98d64b8edac514cf7af5_150_166.jpg&imgrefurl=http://ameblo.jp/furu-katsu/entry-11030210528.html&usg=__R3fZlz-PMxJn26AfZQhBx3Ui2zw=&h=166&w=150&sz=38&hl=ja&start=25&zoom=1&tbnid=c5MYm-SogcwPbM:&tbnh=99&tbnw=89&ei=94L7T5zVA8PhqAHgnKCLCQ&prev=/images%3Fq%3D%25E5%258F%25A3%25E8%25AB%2596%25E3%2582%25A4%25E3%2583%25A9%25E3%2582%25B9%25E3%2583%2588%26start%3D21%26hl%3Dja%26sa%3DN%26gbv%3D2%26rlz%3D1W1ADFA_jaUS469%26tbm%3Disch&itbs=1
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